2016年11月17日～18日
世論調査、憲法審査会、駆け付け警護、安倍─トランプ、共同、社説（審査会など）
駆け付け警護、反対４７％＝内閣支持率は５割回復－時事世論調査
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　時事通信が１０～１３日に実施した１１月の世論調査で、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣する陸上自衛隊部隊に「駆け付け警護」の任務を新たに付与することへの是非を尋ねたところ、反対が４７．４％に上り、賛成の２８．２％を大きく上回った。「分からない」は２４．５％だった。
　駆け付け警護は、３月に施行された安全保障関連法に基づき可能となり、今月１５日に任務付与が閣議決定された。任務拡大で自衛隊員の危険が増す恐れがあることへの国民の懸念が浮き彫りとなった形だ。
　一方、安倍内閣の支持率は前月比１．６ポイント増の５１．０％となり、２カ月ぶりに５割を回復した。安倍晋三首相が１０日にトランプ次期米大統領と電話会談するなど、大統領選後の迅速な対応が好感されたとみられる。不支持率は２．０ポイント減の２８．０％だった。
　内閣を支持する理由（複数回答）は、多い順に「他に適当な人がいない」１９．９％、「首相を信頼する」１４．８％、「リーダーシップがある」１４．６％。支持しない理由（同）は、「期待が持てない」１３．６％、「政策が駄目」１１．５％、「首相を信頼できない」９．０％の順だった。
　政党支持率は、自民党が前月比１．３ポイント減の２５．８％。民進党は同０．１ポイント増の５．９％と横ばい。以下、公明党３．７％、共産党１．６％、日本維新の会１．４％となった。
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　次期首相にふさわしい政治家を聞いた質問では、現職の安倍首相が２２．４％でトップ、自民党の小泉進次郎農林部会長が１４．０％で２位だった。今年１月の調査では小泉氏が首位だったが、逆転した。３位以下は、石破茂前地方創生担当相（９．８％）、小池百合子東京都知事（９．４％）、蓮舫民進党代表（３．９％）、岸田文雄外相（３．１％）の順だった。
　調査は全国の１８歳以上の男女２０００人を対象に個別面接方式で実施。有効回収率は６２．０％。（時事通信2016/11/17-15:08）
天皇公務軽減、８割超が賛成＝１１％は「国事行為限定」－時事世論調査
　時事通信が１０～１３日に実施した世論調査で、生前退位の意向を示唆された天皇陛下の公務負担の軽減について尋ねたところ、「公的行為はある程度減らした方がいい」と答えた人が７０．９％に上った。「公的行為は原則なくし、国事行為に限定すべきだ」（１１．５％）との回答と合わせ、８割超の人が天皇の負担軽減を望んでいる。
　一方、「公的行為は減らさない方がいい」は１１．９％、「分からない」が５．８％となった。
　天皇の公務には、憲法に定めがある国事行為と、明確な根拠のない公的行為がある。公的行為は裁量が大きく、今の陛下の下で拡大してきた経緯があり、政府の有識者会議が適切な公務の在り方を検討している。被災地へのお見舞いや園遊会などは公的行為と位置付けられる。
　調査は全国の１８歳以上の男女２０００人を対象に個別面接方式で実施。有効回収率は６２．０％。（時事通信2016/11/17-15:05）
市民団体のニュース掲示、拒否撤回　山梨・北杜の図書館
朝日新聞デジタル2016年11月18日00時39分
　山梨県の北杜市中央図書館が、市が推進する中部横断自動車道の建設に反対する市民団体のニュースの掲示を拒否した問題で、同図書館は掲示を再開した。１７日に開かれた市図書館協議会で報告された。
　「中部横断自動車道八ケ岳南麓（なんろく）新ルート沿線住民の会」は、隔月発行するニュースを今年４月号まで市内の図書館のチラシコーナーなどに１０部ずつ置いていた。しかし、４月に市防災指導監から着任した新館長は「一方のスタンスに立ったものだ」などとして、６月号から掲示を拒否した。
　この問題は市議会でも取り上げられ、北杜市は新たな基準を作って来春から運用する方針を決定。掲示は再開された。市図書館協議会の柴山裕子会長は「館長の判断で掲示の可否が変わるのは避けなければいけない」と話している。
道路建設反対派の資料掲示を拒否　山梨・北杜市の図書館
朝日新聞デジタル渡辺嘉三2016年8月17日21時37分
　山梨県の北杜市中央図書館が、市が推進する中部横断自動車道の建設に反対する市民団体の隔月発行ニュースの掲示を、６月号から拒否していることが１７日わかった。これまで認めていたが、４月に着任した新館長が「内容が不適当」と判断したという。
　市民団体「中部横断自動車道八ケ岳南麓（なんろく）新ルート沿線住民の会」は今年３月、前館長から今年度分の掲示許可を受け、市内８カ所の図書館のチラシコーナーなどに４月号を１０部ずつ置いていたという。ところが４月に着任した新館長が「建設反対という一方のスタンスに立ったものを配るのはどうか」として拒否した。住民の会は「なぜ急に置けなくなったのか。納得出来ない」と反発している。
　図書館運営について話し合う市図書館協議会が１７日あり、柴山裕子会長は「資料のよしあしを判断するのは住民。図書館が置くかどうかを判断するのであれば、意見の分かれる憲法や平和などに波及しないか心配だ。両者でよく話し合って欲しい」と述べた。（渡辺嘉三）
自民「国民の合意形成目指す」＝民進は草案を批判－衆院憲法審、１年５カ月ぶり再開


実質的な議論が１年５カ月ぶりに再開された衆院憲法審査会＝１７日午前、国会内
　衆院憲法審査会は１７日午前、昨年６月以来、１年５カ月ぶりに実質的な議論を再開した。自民党は憲法改正の実現に向け、国民の合意形成を目指す考えを表明。これに対し民進党は、２０１２年に自民党がまとめた改憲草案を批判した。
　自民党の中谷元氏は「憲法を取り巻く環境は大きく変化し、憲法と社会の実際にずれが生じてきている部分がある」と指摘。「憲法改正の必要性と内容について熟議を重ね、国民の合意形成を目指す」と強調した。
　今後議論すべきテーマとしては、環境権、知的財産権、統治機構改革、緊急事態条項、参院選挙区の合区解消、自衛隊の憲法上の位置付けなどを例示した。（時事通信2016/11/17-12:31）
改憲勢力内で見解相違　項目絞り込みは難航必至

共同通信2016/11/17 20:28
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各会派の意見表明が始まった衆院憲法審査会。約1年5カ月ぶりに実質的な議論を再開した＝17日

　衆院憲法審査会は17日、約1年5カ月ぶりに実質的な議論を再開した。与野党は16日の参院憲法審査会と併せて憲法論議を展開したが、安倍晋三首相の下での改憲に賛同する自民党、公明党、日本維新の会などの改憲勢力内でも具体的な項目を巡って見解の相違が目立った。改憲を党是とする自民党は、野党第1党の民進党も巻き込んで項目絞り込みの議論を早期に始めたい考えだが、難航は必至だ。

　17日の衆院憲法審で自民党の中谷元氏は改憲項目の候補として、災害時などに国会議員の任期延長を認める緊急事態条項のほか、憲法9条への自衛隊の存在明記などを例示した。

衆院憲法審、1年5カ月ぶり再開　自民、緊急条項など例示

共同通信2016/11/17 11:49

　衆院憲法審査会は17日午前、約1年5カ月ぶりに実質的な議論を行った。自民党は、大災害時などに国会議員の任期延長を認める緊急事態条項、環境権の新設などを例示して憲法改正に向けた議論加速を呼び掛けた。これに対し民進党は、安倍晋三首相が各政党に改憲草案の提出を求めたのは越権行為だと批判し、改憲に慎重な姿勢を重ねて表明した。

　7月の参院選の結果、安倍首相の下での改憲に賛同する勢力が衆参両院で発議に必要な3分の2以上の議席を占めた後、衆院憲法審査会での論議は初めて。参院憲法審査会は16日に実質的議論を行っている。

衆院憲法審査会 約１年５か月ぶりに審議再開
NHK11月17日 14時33分
衆議院憲法審査会は去年６月以来、およそ１年５か月ぶりに審議を再開させ、自民党は「憲法と社会のあいだにずれが生じてきている部分がある」として、「国民の憲法改正への合意形成を目指していくべきだ」と主張しました。
これに対し、民進党は自民党の憲法改正草案について、「危惧を覚えざるをえない」と指摘するとともに、「安倍総理大臣からの各党に対する草案提出要求は行政府の長からの越権だ」と批判しました。
衆参両院で、与党と憲法改正に前向きな勢力が、改正の発議に必要な３分の２の議席を占めていますが、衆議院憲法審査会では、安全保障関連法などの議論が行われた去年６月以来、審議が行われていませんでした。
１６日の参議院憲法審査会に続いて、１７日、およそ１年５か月ぶりに審議を再開させた衆議院憲法審査会では、「憲法制定の経緯」などをテーマに、各党が意見を表明しました。
この中で、自民党の中谷前防衛大臣は「わが国の社会や安全保障環境の変化など、憲法を取り巻く環境は大きく変化しており、憲法と社会の実際にずれが生じてきている部分がある。日本国憲法の基本原理を堅持しつつ、改正の必要性のある項目に関し、国会議員が熟議を重ね、国民の憲法改正への合意形成を目指していくべきだ」と述べました。
民進党の武正元外務副大臣は「日本国憲法の３原則は守るべきだという認識が、衆参両院の憲法審査会で共有されることが、憲法改正の発議の大前提となると考えるが、自民党の憲法改正草案には危惧を覚えざるをえない。また、安倍総理大臣からの各党に対する草案提出要求は行政府の長からの越権だ」と述べました。
公明党の北側副代表は「日本国憲法はこの７０年、国民に広く浸透し支持されてきていて、『押しつけ憲法』という主張自体、今や意味がないと言わざるをえない。憲法の基本原理はあくまで維持しながら、条項を付け加えていく方法、いわゆる『加憲』方式で、憲法改正論議を進めていくことがふさわしい」と述べました。
共産党の赤嶺政賢衆議院議員は「憲法審査会は憲法改正原案を審査する場であり、ここでの議論は発議につながる。国民の多数は改憲を求めておらず、審査会を動かすべきではない。憲法を守り、平和、民主主義の原則を現実の政治に生かすことこそ政治に求められている責任だ」と述べました。
日本維新の会の足立康史衆議院議員は「特定のイデオロギーを表現するためではなく、具体的な課題を解決するために憲法改正を行うべきだ。国論を二分する安全保障や危機管理などの問題よりも、国民にとって身近で切実な問題を優先し、憲法改正に向けた選択肢を示すべきだ」と述べました。
社民党の照屋国会対策委員長は「憲法の３大原則や９条などは、国民から強く支持され、わが国が平和国家として歩んできた担保になったと確信している。改憲という名の憲法破壊は、平和の破壊であり、人間としての尊厳を有する個人の破壊だ」と述べました。
衆議院憲法審査会では来週２４日にも、「立憲主義などの在り方」をテーマに、各党が意見表明と自由討議を行うことにしています。
衆院憲法審査会が再開、１年５カ月ぶり　６会派意見表明
朝日新聞デジタル2016年11月17日14時17分

衆院で再開された憲法審査会＝１７日午前９時６分、岩下毅撮影
　衆院憲法審査会は１７日、１年５カ月ぶりに実質審議を再開した。７月の参院選後、「改憲勢力」が衆参両院で３分の２を占め、国民投票を行うための前提となる国会発議が可能な態勢となって初めての実質審議となる。自民党の中谷元氏は、「憲法制定過程においてＧＨＱ（連合国軍総司令部）が関与したことは否定できない事実」と指摘しつつ、「日本国憲法の基本原理は国民の間に定着している」と述べた。「自主憲法制定」の「党是」を前面には打ち出さず、国民の合意形成を目指す姿勢を強調した。
　実質審議は、憲法学者３人が安全保障関連法を「憲法違反」と批判した２０１５年６月以来。この日は６会派が、「憲法制定経緯と憲法公布７０年を振り返って」のテーマで自由討議を行った。
　中谷氏は「復古的」との批判が強い２０１２年作成の党の改憲草案について「（党の）公式文書」としながら、「（審査会で）どのテーマを議論していくかは現段階は白紙」と説明。同党の後藤田正純氏は「まず今までの憲法は日本になじみ、素晴らしいものであることをぜひ共有したい。その後に理想的な憲法をつくる」と述べた。公明党の北側一雄氏は「日本国憲法は７０年、国民に広く浸透し支持されてきた。押しつけ憲法という主張自体、いまや意味がない」としたうえで、「加憲」方式で議論を進めることを主張した。
　日本維新の会の足立康史氏は「課題解決型の憲法論議を進める必要がある」と述べ、国と地方の関係を見直す統治機構改革などの改憲の必要性を訴えた。
　一方、民進党の武正公一氏は、憲法９条の解釈変更を経て昨年成立した安全保障関連法や自民党の改憲草案の問題点を指摘。「立憲主義が揺らいだ今こそ、議論を深めるための共通の土俵作りが必要だ」と訴えた。共産党の赤嶺政賢氏は「国民の多数は改憲を求めておらず、審査会を動かすべきではない」。社民党の照屋寛徳氏は「改憲という名の憲法破壊は平和の破壊であり、個人の破壊だ」と述べた。
　憲法審査会は国民投票法に基づき、０７年に衆参両院に設置。憲法や憲法に密接に関係する法制度について議論する国会の機関で、憲法改正原案が提出されれば、その審査を行い、採決する。ただし、与野党の憲法改正に対する考え方の隔たりは大きく、改憲項目の絞り込みといった具体的な改正手続きは来年以降に先送りされる見通しだ。
憲法審査会、衆院も再開…「押しつけ論」焦点

読売新聞2016年11月17日 14時23分



審議が再開された衆院憲法審査会（１７日午前、国会で）＝青山謙太郎撮影

　衆院憲法審査会（森英介会長）は１７日午前、約１年５か月ぶりに実質的な議論を再開した。

　与野党６党が「憲法制定経緯と憲法公布７０年を振り返って」をテーマに討論した。自民党は審査会で憲法改正を前提にせず、時間をかけて議論を進める考えを示した。

　討論では、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）が日本に現行憲法を押しつけたとする「押しつけ憲法論」が焦点となった。自民党の中谷元氏は「憲法制定過程でＧＨＱが関与したことは否定できない」と指摘した上で、「関与の事実ばかりを強調すべきではない、との意見が多い」などと語り、賛否の明言を避けた。

　民進党の武正公一氏は、「日本の主体性が発揮された」と述べ、公明党の北側一雄氏も、「『押しつけ憲法』という主張自体、今や意味がない」と訴えるなど、押しつけ憲法論を肯定する政党はなかった。

衆院憲法審 　「押し付け憲法」論を前提にせず　審議を再開　自民、合意形成重視 
毎日新聞2016年11月17日 22時12分(最終更新 11月17日 22時12分)
　衆院憲法審査会（森英介会長）は１７日、参院憲法審査会に続いて審議を再開した。現行憲法の制定過程について自民党の中谷元（げん）氏は「連合国軍総司令部（ＧＨＱ）の関与の事実ばかりを強調すべきではないという意見を考慮する」と述べ、同党内に根強い「押し付け憲法」論を前提に議論することはないという見解を表明した。改憲項目の絞り込みに関しても「改正ありきではなく、改正の要否の観点から議論する」と各会派の合意形成を重視する姿勢を示した。 
　衆院憲法審の実質審議は昨年６月以来、１年５カ月ぶり。自民党・無所属の会（委員数３１）▽民進党・無所属クラブ（同１０）▽公明党（同４）▽共産党（同２）▽日本維新の会（同２）▽社民党・市民連合（同１）－－の６会派が参加した。 
　制定過程を巡っては、安倍晋三首相も「占領下の短い期間でＧＨＱの２５人の方々によって作られた。こういう過程でできたから変えていくという議論をするのは当然だ」（２０１５年３月の国会答弁）などと問題視してきた。１６日の参院憲法審では、自民党委員が「国民の自由な意思が十分反映されたとは言い難い」と指摘した。 
　これに対し、同党の船田元（はじめ）氏は衆院憲法審で「（押し付けは）言い過ぎではないが、だからといって現行憲法を破棄すべきだという主張には賛成できない」と表明。根本匠氏も「押し付け」を理由にした改憲論を支持しない考えを示した。 
　中谷氏はまた、改憲項目として参院選の「合区」解消や私学助成などとともに「自衛隊の認知」を例示したが、９条改正には直接言及しなかった。自民党の抑制的な姿勢には、議論の入り口から民進党など改憲慎重派と対立するのを避ける狙いがあるとみられる。 
　一方、民進党の委員は、首相の解散権乱用防止▽憲法裁判所の設置▽象徴天皇制のもとでの皇位継承ルール－－などを提起した。【飼手勇介】 
衆院憲法審 　船田氏「私が不首尾、停滞は極めて残念」　１年５カ月ぶりに実質審議が再開で
毎日新聞2016年11月17日 20時16分(最終更新 11月17日 20時16分)
　自民党の船田元・元経済企画庁長官は１７日の衆院憲法審査会で、１年５カ月ぶりに実質審議が再開したことについて「私の不首尾もあったが、結果として停滞したことは極めて残念だ」と述べた。 
　船田氏が憲法審の与党筆頭幹事だった昨年６月、自民党推薦の憲法学者が、国会で審議中だった安全保障関連法について「違憲」と表明。憲法審が事実上ストップした。人選を主導した船田氏は、筆頭幹事や党憲法改正推進本部長のポストから外されていた。 
　船田氏は「自戒も含め、今後は政局に絡めず憲法の議論が行われるよう、全ての会派が心得て取り組まなければならない」と訴えた。【葛西大博】 
衆院憲法審 　再開　自民、制定過程批判せず
毎日新聞2016年11月17日 11時36分(最終更新 11月17日 11時36分)
　衆院憲法審査会（森英介会長）は１７日午前、今国会初めての実質審議を行った。自民党は現行憲法の制定過程について、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）草案に日本政府が多くの修正を加えたことを指摘し、おおむね評価する考えを示した。一方、民進党は、天皇陛下の生前退位や憲法７条に基づく衆院解散の是非を今後の憲法論議のテーマに取り上げることを提案した。 
　実質審議は昨年６月以来、１年５カ月ぶり。自民、民進、公明、共産、日本維新の会、社民の６会派が「憲法制定経緯」をテーマに意見表明し、その後に自由討議を行った。 
　自民党は中谷元（げん）筆頭幹事が発言し、制定過程について「ＧＨＱが関与をしたことは否定できない」と述べながら、日本政府や議会が１院制だったＧＨＱ案を２院制に変更したことや、９条の文言を修正したと指摘した。１６日の参院憲法審査会での意見表明では「国民の自由な意思が十分反映されたとは言い難い」と制定過程に疑問を呈していたが、軌道修正した。野党が反発したことなどに配慮したとみられる。 
　また中谷氏は「憲法と社会の実際とにずれが生じている」と述べ、現憲法の課題として▽自衛隊の認知▽緊急事態条項の新設▽環境権▽統治機構改革▽私学助成▽合区解消－－などを挙げた。ただ、「どのようなテーマを議論していくかは現段階では白紙」とも述べ、野党との協議を重視する姿勢もにじませた。 
　民進党の武正公一筆頭幹事は、天皇陛下の生前退位に関し皇室典範改正で対応する必要性を議論すべきだと述べた。また、２０１４年の衆院解散について「解散権の乱用」と批判し、首相の解散権の範囲を議論すべきだとの考えを示した。【飼手勇介】 
改憲論議に３つの溝　優先項目・安保法・生前退位 
2016/11/17 23:55情報元日本経済新聞　電子版
　与野党は17日、衆院の憲法審査会の議論を約１年５カ月ぶりに再開した。16日の参院憲法審査会に続くもので、憲法の制定過程や改憲の是非について意見を表明した。２日間を振り返ると、改憲論議の課題として(1)優先項目選び(2)安全保障関連法の合憲性(3)天皇陛下の生前退位を巡る問題――の３つが浮かび上がる。
　自民、民進、公明、共産、日本維新の会、社民の６党が参加した17日の衆院憲法審査会。改憲項目に話題…【続きあり】
民進・枝野氏「生前退位、憲法審査会で議論必要」 
日経新聞2016/11/17 12:45
　民進党の枝野幸男憲法調査会長は17日の衆院憲法審査会で、天皇陛下の生前退位に関する問題について「憲法審査会で最優先課題として議論しないといけない」と指摘した。生前退位を巡る政府の有識者会議に触れ「少数の有識者が議論して国会が議論しないのは到底、考えられない」と語った。森英介・衆院憲法審査会長は幹事会で協議する意向を示した。
衆院憲法審が議論再開　１年５カ月ぶり 
2016/11/17 10:47情報元日本経済新聞　電子版
　衆院憲法審査会は17日午前、約１年５カ月ぶりに議論を再開した。自民党は憲法制定から70年がたち、今の社会とズレが生じていると指摘。「国民の憲法改正への合意形成をめざしていく」と訴えた。民進党は国防軍の保持などを盛り込んだ自民党の2012年改憲草案を「危惧を覚えざるを得ない」と批判した。
　７月の参院選の結果を踏まえ、安倍晋三首相の下での改憲に賛同する勢力が衆参両院で発議に必要な３分の２以上の議席を…【続きあり】
産経新聞2016.11.17 22:25更新 
【憲法改正】衆院憲法審査会で６会派が主張展開　自民「改正ありきではない」　民進「立憲主義の土俵に立てるのか」　公明「押しつけではない」

衆院憲法審査会で委員の発言を聞く森英介会長（奥中央）ら＝１７日午前、国会・衆院第１８委員室（斎藤良雄撮影） 
１７日の衆院憲法審査会では、自民党が憲法改正に向けた合意形成を強調し、野党への配慮をにじませる一方、民進党は立憲主義の認識を与野党で共有することが発議の前提だとして、重ねて慎重な姿勢を示した。意見を述べた６会派の代表の発言要旨は次の通り。
自民・中谷元氏
　「憲法を取り巻く環境は大きく変化し、憲法と社会の実際にずれが生じている。憲法の基本原理を堅持しつつ、改正の必要がある項目に関し国会議員が熟議を重ね、国民の憲法改正への合意形成を目指していく。決して改正ありきではなく、改正の必要性が指摘されている項目について、改正の要否という観点から議論を深めていくべきだ。どのようなテーマで議論するかは白紙だ。自由討議を通じて協議していく。近代立憲主義の見地を踏まえて議論を進めるのは当然の前提で、自民党も全面的に肯定する」
民進・武正公一氏
　「近代立憲主義は権力を制限し個人の自由、権利を守るものだ。憲法改正の限界として、こうした認識を衆参両院の憲法審査会で共有することが３分の２以上の発議の大前提となる。自民党改憲草案は個人よりも国家が前面に出て、近代立憲主義の共通の土俵に立てるのか。安倍晋三首相からの改憲草案の提出要求は行政府の長からの越権だ。現行憲法の足らざる点を補い、改めるべき点を改める。与野党の丁寧な合意形成と議論を深めるための共通の土俵づくりが、立憲主義が揺らいだ今こそ必要だ」
公明・北側一雄氏
　「一部に、占領下での『押しつけ憲法』であり、自主憲法制定が必要との意見がある。ＧＨＱ（連合国軍総司令部）の関与の下で新憲法が制定されたことは事実としても、賛同できない。現行憲法はこの７０年、国民に広く浸透し支持されてきた。押しつけ憲法という主張自体、意味がない。憲法の基本原理は維持しながら条項を付け加える『加憲』がふさわしい」
共産・赤嶺政賢氏
　「憲法審査会は動かす必要がない。憲法の前文を含む全条項を守り、平和、民主主義の原則を現実の政治に生かすことこそ、政治に求められる責任だ。安倍政権の憲法無視の政治は看過できない。わが国が攻撃を受けてもいないのに武力を行使できる法律（安全保障関連法）が戦争放棄、戦力不保持、交戦権否認を明記した憲法９条に違反することは明白だ」
維新・足立康史氏
　「憲法が国民主権などの基本的価値を定着させた点を評価し、課題解決型の憲法論議を深める必要がある。改正の発議に向けた審査を直ちに開始すべきだ。私たちは教育無償化、統治機構改革、憲法裁判所設置の憲法改正原案をまとめた。憲法論議を進めることは国会議員の責務。自民党も民進党も、具体的な改正項目を速やかに提案すべきだ」
社民・照屋寛徳氏
　「安倍内閣で集団的自衛権行使を容認する憲法解釈変更が強行された。憲法が破壊されるとの強い危機感を抱いている」
産経新聞2016.11.17 22:26更新 
【憲法改正】議論前進の責務は自民党にあり　国民の権利を奪うな　自主憲法の党是はどこへ？

衆院憲法審査会で意見表明する中谷元前防衛相（左から２人目）＝１７日午前、国会・衆院第１８委員室（斎藤良雄撮影） 
　１７日の衆院憲法審査会は自民党からも具体的な問題提起が少なく、改憲議論の先行きに不安を感じさせた。１６日の参院憲法審では９条をはじめとする現行憲法の問題点の指摘が相次いでいただけに、主戦場である衆院の低迷は残念だ。
　現行憲法の制定経緯がテーマだったとはいえ、憲法に自衛隊の存在が明記されていないという最大の欠陥に対し、明確な主張はほとんどなかった。
　自民党憲法改正推進本部は他党とのイデオロギー対立を避けるため、９条改正を当面の改憲課題としない。保守色が強く、民進党に批判された党改憲草案をわざわざ棚上げまでした。
　だが、１６、１７両日の憲法審で、民進党は改憲草案や安全保障関連法への批判を展開した。自民党が歩み寄ったところで政権批判をやめてはくれない。
　今国会の会期は６６日間で、すでに５０日が過ぎた。つまり、今国会で改憲項目を議論するつもりはないということだ。停滞の最大の原因は民進党の消極姿勢だが、前進させる責務は憲法改正を党是に掲げる最大政党の自民党にある。日本維新の会の小沢鋭仁氏が１７日、「勉強をずっと続けている。時代（の変化）は待ってくれない」と主張した通りだ。
　産経新聞をはじめ多くの世論調査で、憲法改正に賛成する人が反対を上回る。国民投票で判断する機会を与えないどころか、具体的な議論すらしないのは国民の権利を奪う行為に他ならない。（政治部　田中一世）
産経新聞2016.11.17 20:25更新 
【衆院憲法審】民進党、目立つ後ろ向きな姿勢　首相に責任転嫁で入り口論から踏み出さず
　１７日の衆院憲法審査会で憲法改正に対する民進党の後ろ向きな姿勢が一層際立った。１６日の参院憲法審査会に続き、安倍晋三首相や自民党憲法改正草案などの批判を先行させ、改憲項目の絞り込みに向けた具体論はなかった。次期衆院選での選挙協力を意識し、憲法改正を全否定する共産党への配慮もちらついている。

衆院憲法審査会で発言する民進党の枝野幸男氏＝１７日午前、国会・衆院第１８委員室（斎藤良雄撮影） 
　「首相から（民進党へ）の草案提出要求は、行政府の長の越権行為だ」
　野党筆頭理事を務める民進党の武正公一氏は１７日の憲法審で、安倍首相を批判した。自民党の改憲草案などが「議論を深めるための共通の土俵づくり」を揺るがせ、議論が進まない一因とも位置づけた。
　民進党は「象徴天皇制のもと、新しい人権、統治機構改革など時代の変化に対応した未来志向の憲法を国民とともに構想する」と綱領に明記している。だが、この日は統治機構改革や皇室典範などを議論する姿勢は示したものの、改憲に向けた具体論は「まずは（党内の）議論を進める」と述べるにとどめた。
　ただ、民進党内には、共産党と選挙協力するうえで「改憲議論が障害になる」（民進党中堅）との懸念がくすぶる。共産党の志位和夫委員長も１７日の記者会見で、憲法審に関し「野党の足並みはそろっており、心強い」と強調し、民進党の姿勢を評価してみせた。
　民進党が首相らに責任転嫁を続け、改憲の入り口論から出ないようでは、党綱領との整合性が問われそうだ。（水内茂幸）
衆院憲法審査会、約1年5カ月ぶりに議論再開　各党が意見表明
FNN11/17 21:39
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衆議院の憲法審査会は17日、およそ1年5カ月ぶりに実質的な議論を再開し、各党が意見表明を行った。
自民党の中谷 元衆院議員は「憲法改正の必要性と、その内容についての熟議を重ね、国民の憲法改正への合意形成を目指していく所存である」と述べた。
民進党の武正公一衆院議員は「臨時国会でも、総理からは、『議論のベースに』と言われ、昨日の参議院憲法審査会では、2012年憲法草案をバージョンアップすると言った。安倍総理からの草案提出要求は、行政府の長からの越権」と述べた。
この中で、自民党は、大災害時などに国会議員の任期延長を認める緊急事態条項や、環境権の新設などに触れ、憲法改正に向けた議論を加速させるよう呼びかけた。
民進党は、2012年に自民党がまとめた改憲草案を批判し、あらためて憲法改正に慎重な姿勢を示した。
衆議院憲法審査会は2015年6月、自民党が推薦した参考人が安全保障関連法を、「憲法違反」と批判して、審議が中断して以降、国会での憲法論議が停滞していた。
16日に再開した参議院の憲法審査会は、およそ9カ月ぶり、衆議院憲法審査会の開催は、およそ1年5カ月ぶりとなる。 
「９条改憲」明言は自民だけ　改憲派、与党内も主張に隔たり

東京新聞2016年11月18日 07時04分

 　衆院憲法審査会は十七日、約一年五カ月ぶりに実質的な審議を行った。十六日の参院憲法審と合わせ、改憲に前向きな勢力が改憲発議可能な議席を確保した両院で、本格的に憲法論議が動きだした。二日間の審議で自民党議員は、自衛隊の存在を憲法に位置づけるよう訴えたが、九条改憲に明確に言及した政党はほかの改憲勢力にもなく、特に公明党との主張の違いが鮮明になった。　（清水俊介）

　衆院憲法審で自民党は、中谷元氏が改憲の必要性を説明する中で「自衛隊の認知」を例示。山田賢司氏も「九条を変えようと言うと誤解を招くが、自衛隊の存在を憲法に明記しなくていいのか」などと訴えた。

　参院憲法審でも、同党の中川雅治氏が「現行憲法の九条は自衛隊の位置づけが明確でなく、自衛権の否定ともとられかねない」と指摘。本紙のまとめでは、二日間で計六人（衆院二人、参院四人）の自民党議員が九条改憲を訴えた。

　自民党は憲法審の再開に当たり、議論を円滑に進めるため「平和主義を損なう」と野党から批判される改憲草案を、事実上封印。この二日間も、草案に盛り込まれた「国防軍」創設などに言及した議員はいなかったが、九条改憲自体は改憲を目指す項目から排除しない姿勢を鮮明にした。

　しかし、公明党や、野党で改憲に前向きな日本維新の会、日本のこころを大切にする党は九条改憲に具体的に言及しなかった。会派としては参院の無所属クラブがほかに言及しただけ。

　九条改憲以外でも、自民、公明両党の主張はかみ合わなかった。公明党は、憲法に新たな条文を加える「加憲」の立場を説明したが、具体的な改憲項目は明示せず。現憲法が連合国軍総司令部（ＧＨＱ）による「押し付け」との主張が自民党議員から相次いだのに対し、公明党の北側一雄氏は「賛同できない。押し付け憲法という主張自体、今や意味がない」と明言した。

　参院議員を都道府県代表と位置づけ「合区」を解消する改憲案が自民党議員から続いても、公明党は賛成しなかった。

　自民党は両院とも、改憲発議に必要な三分の二以上の議席に単独では達していない。維新、こころ両党の議席を足しても、公明党が加わらなければ三分の二に届かない。

＜衆院憲法審査会＞　憲法に関する総合的な調査や改憲原案の審査を行う衆院の機関で、委員は５０人。国会内会派の所属議員数に応じて委員を割り当てる。現在は自民党・無所属の会３１人、民進党・無所属クラブ１０人、公明党４人、共産党２人、日本維新の会２人、社民党・市民連合１人。審査会長は自民の森英介氏、会長代理は民進の武正公一氏。

＜押し付け憲法論＞現行憲法が戦後の占領下でＧＨＱに押し付けられ、策定されたとの主張。これに対し、草案はＧＨＱが作成したが、当時の民間有識者の憲法案を参考にし、制定過程で多くの重要な修正が加えられ、世論が歓迎したことを理由に「押し付けではない」との反論がある。
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衆院憲法審査会が議論再開、今後の展開は
TBSニュース17日17:15
　衆議院では憲法審査会がおよそ１年５か月ぶりに再開され、各党の憲法に対するスタンスの違いが改めて浮き彫りになりました。
　１年５か月ぶりに開かれた衆議院の憲法審査会。
　「憲法改正の必要性とその内容についての熟議を重ね、国民に憲法改正の議論を深めていただき、国民の憲法改正の合意形成を目指していく所存」（自民党 中谷元与党筆頭幹事）
　改めて憲法改正の必要性を訴えた自民党は、災害時に国会議員の任期延長を認める緊急事態条項などを例示し、議論の加速を呼びかけました。公明党は現行憲法の基本原理を維持する「加憲」の立場を改めて示したほか、改憲勢力の一角、日本維新の会は、教育無償化などを定めるべきだと提案しました。
　それに対し、民進党は憲法改正に慎重姿勢です。
　「自民党憲法改正草案に危惧を覚えざるを得ません」（民進党 武正公一野党筆頭幹事）
　自民党の憲法改正草案を「個人より国家が前面に出ている」などとと批判。さらに、安倍総理のこの発言を問題視しました。
　「大切なことは、各党がそれぞれの考え方を示すことであります」（安倍晋三総理大臣 ９月）
　「行政の長としての越権行為」と厳しく追及したのです。
　今後の展開はどうなるのでしょうか。審査会を取り仕切る与野党の筆頭幹事に聞きました。
　「与野党がぶつかっている時にですね、１年半ぶりに憲法審査会を静かな環境で進めたいと与党側が言っておりましたので、そのタイミングではないだろうと」（民進党 武正公一野党筆頭幹事）
　民進党の武正議員は、ＴＰＰ審議での山本大臣の度重なる失言で議論の開始が遅れたと指摘。一方、自民党の中谷議員は、憲法改正議論には与野党対立を持ち込まず、丁寧に行う姿勢を示します。
　「自民党や与党が独走してですね、どんどん進めていくのではなくて、野党第一党も賛成してくれるぐらいですね、共通の土台や共通の考え方ができた上で、国民投票に諮るべきだ」（自民党 中谷元与党筆頭幹事）
　「憲法解釈の変更や安保法の強行採決がありますので、やはり共通の土俵に立てるかどうかは、やはり審査会の場でしっかりと確認をしたい」（民進党 武正公一野党筆頭幹事）
　これに対し、中谷氏は・・・
　「多くの政党、それから反対をしている政党からもいろいろな意見を聞いた上で共通のテーマが出てくると思いますので」（自民党 中谷元与党筆頭幹事）
　安倍総理にとって悲願とも言える憲法改正。ただ、「改正には時間がかかる」として慎重に議論を進めるとみられ、本格的な議論は来年の通常国会以降に持ち越される見通しです。
11/17 20:08BSフジ 【プライムニュース】
＜ＦＬＡＳＨ＞衆議院憲法審査会・議論を再開
衆議院憲法審査会はきょう、約１年５ヵ月ぶりに実質的な議論を再開し、各党が意見表明を行った。
この中で、自民党は大災害時などに国会議員の任期延長を認める緊急事態条項や環境権の新設などに触れ、憲法改正に向けた議論を加速させるよう呼び掛けた。
民進党は２０１２年に自民党がまとめた改憲草案を批判し、改めて憲法改正に慎重な姿勢を示した。
衆議院憲法審査会は去年６月、自民党が推薦した参考人が安全保障関連法を「憲法違反」と批判して審議が中断して以降、国会での憲法論議が停滞していた。
きのう再開した参議院憲法審査会は約９ヵ月ぶり、衆議院憲法審査会の開催は約１年５ヵ月ぶり。
自民党・中田元衆議院議員は「憲法改正の必要性とその内容についての熟議を重ね、国民の憲法改正への合意形成を目指していく所存である」、民進党・武正公一衆議院議員は「臨時国会で安倍首相からは『議論のベースに』と言われ、昨日の参議院憲法審査会では２０１２年憲法草案をバージョンアップするといったのは安倍首相からの草案提出要求は行政府の長からの越権」と述べた。
衆院憲法審査会　各党主張、違い鮮明　１年５カ月ぶり再開
北海道新聞11/17 12:24、11/17 16:07 更新
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約１年５カ月ぶりに実質議論を再開した衆院憲法審査会＝１７日午前
　衆院憲法審査会は１７日午前、約１年５カ月ぶりに実質的議論を再開し、各党が「憲法制定経緯と憲法公布７０年を振り返って」をテーマに意見表明と自由討議を行った。自民党が憲法改正に向けて議論の加速を呼び掛けたのに対し、民進党などは安倍政権下での改憲に慎重姿勢を崩さず、１６日に再開した参院憲法審に続き衆院でも各党間の意見の隔たりが鮮明となった。
　自民党の中谷元氏は意見表明で「憲法と社会の実際にずれが生じている。国会議員が熟議を重ね、国民の憲法改正への合意形成を目指すべきだ」と主張した。これに対し民進党の武正公一氏は、安倍晋三首相が国会答弁で各党に改憲に関する方針を示すよう求めたことを「行政府の長からの越権」と批判。天皇陛下の生前退位について審査会で議論することも提案した。
　公明党の北側一雄氏は現行憲法が戦後日本の発展に果たしてきた役割を評価し、自民党などに根強い連合国軍総司令部（ＧＨＱ）による押し付け憲法論を「今や意味が無い」と否定した。共産党の赤嶺政賢氏は「改憲項目のすり合わせにつながる」として、改憲を前提とする審査会の議論には応じない意向を示した。
しんぶん赤旗2016年11月18日(金)

国民多数は改憲求めず　赤嶺・大平両議員　憲法蹂躙の自民政治告発　衆院憲法審査会

　衆院憲法審査会が１７日に開かれ、憲法に関する各派代表の意見表明と自由討論が行われました。自民党は改憲に向けた議論の推進を主張。野党の委員からは自民党改憲草案を批判する発言が相次ぎました。
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（写真）発言する赤嶺政賢議員＝17日、衆院憲法審査会


　日本共産党の赤嶺政賢議員は「国民の多数は改憲を求めていない。改正原案の審議の場である審査会を動かすことは、改憲の発議に向かうもので、動かすべきではない」と強調。「憲法の前文を含む全条項を守り、平和・民主主義の原則を現実の政治に生かすことこそ政治に求められる責任だ」と述べました。

　赤嶺氏は、「国防軍創設」などを掲げる自民党改憲草案をベースにして改憲を狙う安倍政権を批判するとともに、現在も戦争法強行や沖縄米軍基地問題などで憲法無視の政治が行われていると指摘。沖縄では、米兵による事件・事故など“基地があるが故の苦しみ”が続いている上に、米軍新基地建設が強権的に進められ「『沖縄に憲法はないのか』というのが現実だ。沖縄の現状を放置することは９条蹂躙（じゅうりん）の違憲状態を日本全体に広げることになる」と訴え、９条改悪を許さないたたかいを進めていくと表明しました。

　自民党の中谷元氏は、審査会で議論すべきテーマとして「自衛隊の認知」や「緊急事態条項｣などを例示し､「憲法改正の必要性と内容についての熟議を重ね、国民の合意形成をめざす」と発言。公明党の北側一雄氏は、「加憲」の立場としつつ、現行憲法について「７０年、国民に広く浸透し、支持されてきた。『押し付け憲法』という主張自体、今や意味がない」と語りました。

　民進党の武正公一氏は、自民党改憲草案について「個人よりも国家が前面に出ている。近代立憲主義の共通の土俵にたてるのか」と指摘しました。
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（写真）発言する大平喜信議員＝17日、衆院憲法審査会


　自由討論で日本共産党の大平喜信議員は、１年半前の同審査会で、自民党推薦を含む３人の憲法学者の参考人が戦争法について、そろって「立憲主義違反」「憲法違反」と述べたにもかかわらず、安倍政権が数の力で強行成立させたことを批判。「憲法を踏みにじり続けていながら、次は憲法そのものを変えたいなどというのは言語道断であり、国民はこれを許さない」と述べました。

しんぶん赤旗2016年11月18日(金)

野党の足並みそろっている　憲法審査会　志位委員長が会見
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（写真）記者会見する志位和夫委員長＝17日、国会内


　日本共産党の志位和夫委員長は１７日、国会内で記者会見し、衆参両院の憲法審査会で行った民進党の意見表明の受け止めについて記者団から問われ、「（憲法問題での野党共闘の）足並みはそろっているのではないか。心強く思っている」と述べました。

　志位氏は「民進党はまずは、憲法に違反する安保法制の問題をきちんと調査すべきだということを述べており、私たちの主張とも一致している」と強調。「私たちは、もともと憲法審査会は動かす必要はないということを一貫して主張してきたが、動いた以上は、憲法違反の安保法制の問題点を徹底的に明らかにすると同時に、現行憲法がきちんと生かされているかどうかをきちんと明らかにする議論をしていきたい」と述べました。

自民・古屋氏「緊急事態条項、堂々と憲法にも反映を」
朝日新聞デジタル2016年11月16日22時55分
■古屋圭司・自民党選対委員長
　自民党の（憲法改正草）案にも緊急事態条項はあるが、あれがそっくり通るとは私らも考えていない。例えば始期と終期をはっきりさせるとか、一定の歯止めも必要だろう。
　日本には災害対策基本法などがあり、緊急の指令が出せるが、３・１１の時もほとんど発令されていない。憲法に居住権の自由などが規定されているので、それを乗り越えて実際にできるのかという懸念があったのだろう。だったら、現行法で書いてあることを、堂々と憲法にも反映させればいい。法律に書いてあることを憲法で裏打ちするわけだから、去年話題になった「立憲主義」にものっとる話だ。（１６日、国会内で開かれた「日本会議国会議員懇談会」の憲法改正ＰＴで）
稲田防衛相、18日に派遣命令　陸自部隊に新任務付与

共同通信2016/11/17 21:18
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稲田朋美防衛相

　稲田朋美防衛相は18日、南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に交代要員として派遣する陸上自衛隊部隊に、派遣に際しての命令を出す。安全保障関連法に基づく駆け付け警護と「宿営地の共同防衛」の実施が可能となる。同法による初めての新任務付与。部隊は約350人で今月20日から順次、南スーダンに向け出発。態勢が整う12月12日から事態が起きれば遂行する。

　新たな任務が与えられるのは、陸自第9師団第5普通科連隊（青森市）が中心となる部隊で、現在派遣中の10次隊との引き継ぎを終えた後、11次隊として任務に就く。隊長は田中仁朗1等陸佐が務める。

統幕長 駆け付け警護など実施の可能性 否定できず
NHK11月17日 17時46分
南スーダンでＰＫＯ活動に参加している自衛隊の部隊に、「駆け付け警護」など、新たな任務が付与されることが決まったことについて、自衛隊トップの河野克俊統合幕僚長は１７日開かれた記者会見で、駆け付け警護を実施する可能性は否定できないという考えを示しました。
南スーダンのＰＫＯ活動に１１次隊として派遣される陸上自衛隊の部隊に対し、政府は１５日、襲撃された国連スタッフなどを救出する駆け付け警護などの新たな任務を付与することを決めました。
これについて、河野統合幕僚長は「自衛隊が活動する首都ジュバでは、少数ながら日本人もいる。不測の事態が起きることは否定できず、駆け付け警護を実施する可能性はあると認識している」と述べました。
また、「訓練は十分に行っているので、リスクを極力減らして安全を確保しつつ、任務を進めたい」と述べ、隊員の安全確保に万全を期す考えを示しました。
南スーダンでは、ことし７月に首都ジュバで、政府軍と反政府勢力の武力衝突が起きるなど予断を許さない状況が続いていて、国連は市民の保護を強化する姿勢を示しています。
新任務を付与される１１次隊は今月２０日から順次、現地に向け出発する予定です。
政府資料また「黒塗り」開示　南スーダン情勢報告

共同通信2016/11/16 16:41
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政府が開示した南スーダン情勢に関する資料「現地状況報告」

　民進党の蓮舫代表は16日の党参院議員総会で、政府が開示した南スーダン情勢に関する資料の大半が黒塗りだったとして、現地の治安情勢が判断できないと改めて開示を求めた。政府は、先の通常国会でも環太平洋連携協定（TPP）交渉経過に関する資料を黒塗りで提示した経緯がある。

　政府が民進党に示した資料は、10月の稲田朋美防衛相による首都ジュバ視察に合わせ、防衛省が作成した「現地状況報告」。「ジュバ市内の情勢」「凡例」「評価」という報告項目以外の全ての文字が黒く塗られ、読めなくなっている。

＜駆け付け警護＞元自衛官「命の危険高まる」
河北新報2016年11月16日水曜日
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駆け付け警護を想定し、暴徒を排除して国連職員（右奥）を保護する手法などを確認した派遣部隊の実動訓練＝１０月２４日、滝沢市の陸自岩手山演習場
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣される陸上自衛隊の新任務「駆け付け警護」に、青森県内の５０代の元自衛隊幹部は懸念を抱く。陸自第９師団第５普通科連隊（青森市）を中心に構成される派遣部隊が、新任務によって死傷するリスクは高まると言及。武器使用の判断や、命に危険が迫った状態での任務の経験不足などを不安材料に挙げた。
　「訓練はあくまで訓練で、現場を知らない人の『安全』は机上の空論。マニュアル通りにはいかない」。元幹部は駆け付け警護の危険性を指摘する。
　特に懸念するのは現場の判断能力だ。駆け付け警護の任務中でも武器が使用できるのは「正当防衛・緊急避難」の場合に限られる。
　元幹部は「武器使用が許可される場面の判断は難しい。誤って民間人を射殺すれば責任問題になり、一瞬でも判断が遅れると隊員の生命に関わる」と説明。「現場の指揮官ですら、これまでに経験したことがない緊迫した状況下で判断を下さなければならない」と危惧する。
　経験不足は任務を実行する隊員も共通の不安要素となる。派遣部隊は９月１４日から新任務に基づく武器使用訓練などを重ねてきた。
　元幹部は、現地で駆け付け警護の任務が命じられれば、死傷のリスクが高い先頭に立つのは２０～３０代の若い男性隊員と推測し「良くも悪くも、今の世代は平和しか知らない。訓練とは違い、銃口を人に向け、ためらわずに引き金を引けるのだろうか」と疑問視する。
　これまでより、命の危険にさらされる場面が増える派遣部隊。自衛隊法には隊員の服務に関して「危険を顧みず、身をもって責務の完遂に努める」との規定があり、入隊時に宣誓することが決まっている。
　元幹部は「自衛隊の仕事は国を守ること。宣誓した以上、命令が出れば危険な場所にも行かなければならない。しかし、隊員にも家族や友人がいて、自分の家族を養うために働いている。今は一市民として日本の隊員に死傷者が出ないことを願っている」と語った。
国連ＰＫＯ責任者「南スーダンでの態勢整備を急ぐ」
NHK11月17日 10時19分
国連のＰＫＯ＝平和維持活動の責任者がＮＨＫのインタビューに応じ、新たな任務が付与された陸上自衛隊の部隊が派遣される南スーダンについて、「すべての部隊が市民を守るためにしっかりと備えていく」と述べ、対応の不備も指摘されているＰＫＯ部隊の態勢整備を急ぐ考えを強調しました。
国連ＰＫＯ局のラズース局長は１６日、ニューヨークの国連本部でＮＨＫのインタビューに応じ、「駆けつけ警護」など新たな任務が付与された自衛隊の部隊が来週から南スーダンに派遣されることについて、「日本政府の考えを歓迎したい」と述べました。
また、ことし７月、首都ジュバで政府軍などが国連施設などを襲撃した際、ＰＫＯの一部の歩兵部隊が出動せず多数の死傷者が出る事態になったことについて、「一部の部隊に問題があったのは事実で、ＰＫＯの問題点を正しているところだ」としたうえで、「すべての部隊が市民を守るためにしっかりと備える」と述べ、対応の不備も指摘されているＰＫＯ部隊の態勢整備を急ぐ考えを強調しました。
また、自衛隊が展開している首都ジュバの治安情勢について国連のパン・ギムン（潘基文）事務総長が報告書で不安定な状態が続いていると指摘したことについて、「報告書で強い言葉を使ったのは安全保障理事会に行動を促すためだ」と述べ、治安が悪化しているのは主に地方都市で、首都ジュバは比較的安定しているという認識を示しました。
新任務「９条逸脱の恐れ」　米退役軍人が「駆け付け警護」に警鐘

東京新聞2016年11月18日 朝刊

 　米国の退役軍人らの会「ベテランズ・フォー・ピース」（ＶＦＰ）のメンバー二人が十七日、東京都内で記者会見し、アフガン戦争とイラク戦争に従軍した経験を語った。南スーダンに派遣される陸上自衛隊への「駆け付け警護」など新任務付与が決まったことで、現地で起こり得る事態と憲法との関係にも触れ、警鐘を鳴らした。　（石原真樹）

　二人は、元陸軍のロリー・ファニングさん（３９）と元海兵隊マイク・ヘインズさん（４０）。市民団体「安保法制に反対する海外関係者の会」（ＯＶＥＲＳＥＡｓ）の招きで来日した。

　同団体発起人の武井由起子弁護士（第一東京弁護士会）らによると、ＶＦＰは第二次大戦以降の戦争を経験した退役軍人や家族、趣旨に賛同する市民が一九八〇年代につくった。

　米国を中心に百二十以上の支部があり、会員は数千人。平和構築を目的に退役軍人や戦争被害者の支援、戦争体験を広く伝える活動を続けている。二人は二十八日までの間、都内や神奈川県内などで講演したりデモに参加したりする予定。

　武井弁護士は「戦争を経験した彼らがどんな議論をしているのか、多くの人に知ってほしい」と話す。イベント予定はフェイスブックで「ベテランズ・フォー・ピース」で検索できる。

◆敵か市民か見分けられぬ　ロリー・ファニングさん

　二〇〇一年の米中枢同時テロの数カ月後に入隊を決めた。大学を卒業したてで何万ドルも学費のローンがあった。米国では軍に志願すると返済支援してくれる。でもそれより、９・１１のようなことが二度と起こらないよう、奉仕したかった。
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　〇二年二月に入隊。アフガニスタンに行ってびっくりしたのは極度の貧困だ。人類史上最強の軍備を持つ米国が、地上で最も貧しい国の一つを攻めていた。

　「タリバンはどこだ？」と住民に聞き、通報した人にカネを渡して通報された家に踏み込み、従軍可能な年齢の男性は袋をかぶせ収容所に連れて行った。でも、タリバンとは無関係だったことがしょっちゅうあった。〇四年に除隊した。

　イラクやアフガンと、今の南スーダンも同じ図式。誰が敵か市民か見分けられない。（安全保障法制下の新任務で）日本が自衛隊を派遣すれば、憲法九条が規定する自己防衛の趣旨を外れる。武器を持てば制圧しかできない。現地の人が求める食料やインフラ提供など、ほかにやれることはある。
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◆自分自身がテロしていた　マイク・ヘインズさん

　一九九四年に入隊し、二〇〇三年にイラクに攻め込んだときに海兵隊の特殊部隊にいた。目的は大量破壊兵器の発見と、テロと戦うこと。どちらもうそだった。

　バグダッドでは情報を基に家に押し入った。玄関に爆発物を仕掛け、爆発と同時に中に入ると、ほとんどは一般の家庭。年配の女性を壁に押し当てて脅したりした。六歳か七歳くらいの女の子が「ママ、ママ」と泣き叫んだ声が今でも耳から離れない。やっていることの恐ろしさを感じた。

　現地の人は自分たち以下の人間で殺してもいいんだと思い込もうと「野蛮人」などと蔑称で呼んだ。従軍できる年齢の男性は収容施設に送り、家に戻れなかった。僕らは死と破壊をもたらし、大切な家族をばらばらにした。自分自身がテロをしていると自覚した。

　〇四年に退役すると、まず怒りの感情が起こり、次に自分や周囲を非難するようになった。前向きにやっていく気持ちになるまで十年かかった。自分の手を他人の血で染めることは絶対にしてはならないことだ。

稲田防衛相 　１２月中旬、米領グアム訪問を調整
毎日新聞2016年11月17日 19時36分(最終更新 11月17日 19時36分)
　稲田朋美防衛相が１２月中旬の米領グアム訪問を調整していることがわかった。１２月１１、１２日を軸に検討している。グアムの米軍基地に配備されている地上配備型迎撃ミサイルシステム「終末高高度防衛（ＴＨＡＡＤ）ミサイル」を視察する。北朝鮮の度重なる弾道ミサイル発射を踏まえ、将来の弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）に関する検討を加速させる考えだ。 
　グアムにはＢ１戦略爆撃機なども配備され、北朝鮮や中国をにらんだ重要な戦略拠点。米国はトランプ次期大統領への政権移行期間にあたるが、日本側としては稲田氏の訪問で、強固な日米同盟をアピールする。 
　また、在沖縄米海兵隊のグアム移転に備えた現地の整備状況を確認し、沖縄の負担軽減に努める姿勢も示す。【村尾哲】 
安保法 　「憲法９条違反だ」集団訴訟広がる　全国１１地裁
毎日新聞2016年11月17日 22時25分(最終更新 11月18日 00時22分)
　安全保障関連法は憲法９条違反だとして、市民らが国家賠償や自衛隊出動の事前差し止めを求めた集団訴訟が各地で始まっている。国側は国賠請求を棄却し、行政訴訟は却下（門前払い）するよう求めているが、原告の違憲主張に具体的には反論していない。駆け付け警護の任務が付与された部隊が２０日に南スーダンに向けて出発するなど安保法制が具体化する中、司法がどこまで踏み込んだ判断を示すか注目される。 
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安保法制は違憲だとして国を提訴するため、プラカードを掲げて東京地裁に入る原告や弁護団ら＝東京都千代田区の東京地裁前で２０１６年４月２
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安保関連法訴訟の主な論点
　昨年９月の法成立以降、個人が安保法の無効や廃止を求めた訴訟は、「裁判所の審判の対象にならない」などとして却下された。裁判所は、具体的な法律上の争いがある案件の中でしか法律の違憲性を判断できないとする判例があるためだ。 
　各地の訴訟を支援する「安保法制違憲訴訟の会」の弁護士らは、こうした門前払いを避ける方法を検討。「憲法に反する安保法によって平和的生存権を侵害され、精神的な苦痛を受けた」とする国賠訴訟と、自衛隊出動の事前差し止めを求める行政訴訟の２パターンで提訴を呼びかけた。これまでに約３５００人が原告となり、東京、大阪など全国１１地裁に集団訴訟が起こされたという。 
　国賠訴訟で国側は「原告は漠然とした不安感を訴えているにすぎない」と反論し、行政訴訟については「原告は差し止めを求められる当事者ではない」と指摘。集団的自衛権の行使は合憲とする政府見解を引用しているが、原告の違憲主張に対しては、争点とは関連しないため認否を明らかにする必要はないとしている。違憲訴訟の会共同代表の寺井一弘弁護士は「安倍政権は『憲法違反ではない』として強引に採決したのだから堂々と憲法論争をしてほしい」と語る。 
　集団訴訟ではないが、関東地方の陸上自衛官は、同法に基づく出動命令に従う義務がないことの確認を求めて東京地裁に提訴し、「１９９３年の入隊時、集団的自衛権の行使を伴う命令に従うことに同意しておらず、出動義務はない」と訴えている。国は自衛官が後方支援部隊に所属することから「出動するとは限らない」と主張しているが、より具体的に反論するよう裁判長に求められている。【伊藤直孝】 
安全保障関連法 
　憲法解釈の変更による集団的自衛権行使の容認や国連平和維持活動（ＰＫＯ）拡充を柱とし、自衛隊法や事態対処法など１０の法改正を一括した「平和安全法制整備法」と、自衛隊による他国の後方支援を認める「国際平和支援法」からなる。昨年９月に成立し、今年３月に施行された。 
「日米基軸」共有目指す＝安倍首相、トランプ氏と初会談へ


　【ニューヨーク時事】安倍晋三首相は１７日夕（日本時間１８日朝）、ニューヨーク市内で米国のトランプ次期大統領と初めての会談を行う。日米同盟がアジア太平洋地域の安定や繁栄の基盤だとする日本外交の基本方針を説明し、理解を求める考え。来年１月の大統領就任後の早いタイミングでの首脳会談開催も呼び掛ける見通しだ。トランプ氏がアジア政策に関し、どのような見解を表明するかが焦点となる。
　首相は１７日、羽田空港で記者団に「日米同盟は日本の外交・安全保障の基軸だ。信頼があって初めて同盟には血が通う」と述べた。
　就任前の米国の次期大統領と日本の首相の会談は異例。外務省によると、トランプ氏が大統領選勝利後、外国首脳と会うのは首相が最初になる。首相は、初顔合わせの機会を利用して「最高水準の信頼関係を構築したい」との意向を伝える考えだ。
　また、首相は「アジア太平洋地域の平和と安定は米国の力の源泉でもある」との認識を改めて示し、米軍に前方展開の拠点を提供している日米安全保障体制の意義を強調。トランプ氏が離脱の方針を掲げた環太平洋連携協定（ＴＰＰ）について、米国にも利益をもたらすと説明する。　
　トランプ氏は選挙戦で、日米安保条約の対日防衛義務を放棄するかのような姿勢も見せたが、首相との先の電話会談では「日米関係の強化」に言及した。ただ、中国の習近平国家主席にも「米中協力の強化」に意欲を表明しており、首相は今回の会談で、対中政策などトランプ氏の基本スタンスを探る構えだ。
　会談は、マンハッタンの「トランプ・タワー」で行われる。首相はニューヨークに到着後、河井克行首相補佐官から政権移行チーム関係者らとの面会で収集した情報について報告を受け、会談に備える。
◇日本・東アジアをめぐるトランプ氏の発言
　「（日韓に核武装させないのが）米国の政策だったかもしれないが、変えなければならない時が来るだろう」（３月、ＣＮＮテレビの番組）
　「米軍駐留経費は彼ら（日韓など）が全額支払うべきだ。なぜ私たちが払うのか」（５月、ＣＮＮテレビのインタビュー）
　「米国を環太平洋連携協定（ＴＰＰ）から撤退させる」（６月、ペンシルベニア州の演説）
　「日米関係は卓越したパートナー。安倍晋三首相の業績を高く評価している」（１０日、首相との電話会談）
　「米中の協力を強化したい。両国はウィンウィンを実現できる」（１４日、中国の習近平国家主席との電話会談）（時事通信2016/11/18-00:46）
首相 トランプ氏に外交・安全保障政策など説明へ
NHK11月18日 4時25分
安倍総理大臣は日本時間の１７日夜遅く、アメリカのニューヨークに到着し、まもなくトランプ次期大統領との初めての会談に臨み、日米同盟を基軸とする日本の外交・安全保障政策などについて説明し、理解を求めるとともに、個人的な信頼関係の構築に努めることにしています。
安倍総理大臣は、今月２３日までの日程で、アメリカのニューヨーク、南米のペルー、アルゼンチンを歴訪することにしていて、日本時間の午前０時前、政府専用機で最初の訪問地ニューヨークに到着しました。
安倍総理大臣は、ニューヨーク市内のトランプ氏の住居が入るトランプタワーで、アメリカのトランプ次期大統領との初めての会談に臨むことにしています。
日本の総理大臣が、アメリカ大統領選挙に勝利した候補者と、大統領に就任する前に会談するのは極めて異例なことで、外務省によりますと、少なくとも２０００年以降は、こうした例はないということです。
トランプ氏は、大統領選挙のあと、安倍総理大臣や中国の習近平国家主席など、各国首脳と相次いで電話で会談していますが、外国の首脳と直接会談するのは安倍総理大臣が初めてとなります。
安倍総理大臣は、トランプ氏が選挙戦で、ＴＰＰ協定からの離脱を明言したほか、日米の同盟関係を見直す姿勢も見せてきたことなどから、日米同盟を基軸とする日本の外交・安全保障政策などについて説明し、理解を求めるとともに、個人的な信頼関係の構築に努めることにしています。
トランプ・タワーで会談へ＝安倍首相と次期米大統領
　【ワシントン時事】トランプ次期米大統領の選対本部長だったコンウェイ氏は１７日、記者団に対し、安倍晋三首相がトランプ氏と会談するため、同日午後５時（日本時間１８日午前７時）にニューヨークのトランプ・タワーを訪れると明らかにした。
　ペンス次期副大統領も会談に同席する。日米外交筋によると、会談は約１時間を予定している。
　コンウェイ氏は「オバマ大統領が今後２カ月間はなお（大統領）職にあるという事実に配慮し、（首相と次期大統領の会談で）外交的な合意はしない」と述べた。　
　トランプ氏にとって、安倍首相との会談は主要国首脳との最初の会談。アジア外交の要となる日本との同盟関係を重視する考えを表明するとみられる。（時事通信2016/11/18-00:45）
安倍首相 トランプ次期大統領とあす会談へ
NHK11月17日 18時41分
安倍総理大臣はアメリカのトランプ次期大統領との初めての会談に臨むため、ニューヨークに向かっています。強固な日米同盟の維持を目指す安倍総理大臣に、日本を含む同盟国との関係見直しにも言及してきたトランプ氏がどう対応するか、注目されています。
安倍総理大臣は１７日午前１１時すぎ、政府専用機で羽田空港を出発し、ニューヨークに向かっています。ニューヨークでは１７日（日本時間１８日）、トランプ次期大統領と初めて会談する予定で、安倍総理大臣は羽田空港で「日米同盟は、日本の外交・安全保障の基軸であり、信頼があってはじめて同盟には血が通う。トランプ次期大統領とは、まさに信頼関係を構築していきたい」と述べ、強固な同盟関係の維持を目指す考えを示しました。
大統領選挙のあと、トランプ氏が外国の首脳と直接会談するのは初めてで、上級アドバイザーを務めるキングストン前下院議員は、ＮＨＫのインタビューに対し、「トランプ氏が、安倍総理大臣と最初に会談することは、日本との歴史的で重要な関係を示すものだ」と話しています。
一方でトランプ氏は、日本を含むアメリカの同盟国との関係の見直しにも言及し、日本に駐留するアメリカ軍の経費負担の増額などを主張してきました。それだけに安倍総理大臣にトランプ氏がどう対応するか、注目されていて、海外のメディアも「今回の会談はトランプ氏の今後のアジア戦略を知る手がかりとなる」などと伝えています。
トランプ氏 日本をめぐる発言
トランプ氏は選挙中のテレビ討論会などで、日本を名指しして批判するなどして、その発言が波紋を広げていました。特に、「防衛のための公平な費用を負担しなければアメリカが日本を守ることはできない」と繰り返し主張して、在日アメリカ軍の駐留経費の負担を増やすべきだという持論を展開し、ときには日本がすべての経費を負担すべきという考えも示しました。
また、トランプ氏はアメリカのメディアのインタビューで、北朝鮮に対抗するため、日本などが核兵器を保有することを容認する発言をしましたが、その後、立場を変え、事実上、みずからの発言を撤回したものと見られています。
一方、経済政策をめぐっては、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定について、アメリカから雇用を奪うとして強く批判し、協定から離脱する方針を掲げています。
さらに、日本が輸出や投資の促進のため円の為替レートをドルに対して不正に低く抑えていると述べたほか、「大量の日本車がアメリカに流れ込んでいる」として、日本から輸入する自動車への関税を大幅に引き上げるといった主張を展開したこともあります。
一方で、トランプ氏は安倍総理大臣について、「日本には安倍総理大臣がいる。彼は非常に切れ者だ」と述べて、評価する姿勢を示していました。
トランプ氏 日米同盟をめぐる発言
トランプ氏は選挙中、日米同盟について「日本は対価を払っていない」などとして、在日アメリカ軍に関係する経費などをめぐり、さらなる負担を求めるなどと訴えてきたほか、アメリカの同盟国との関係の全体的な見直しも主張してきました。
この主張について、トランプ氏の複数の政策顧問はこれまでのＮＨＫの取材に対し、アメリカ軍が防衛を担う同盟国との間で分かち合う負担が公平かどうか、検証していくことを意味すると説明しています。そのうえで、日米間の負担が不公平だというトランプ氏の主張にはＧＤＰに占める防衛費の割合がアメリカの３％余りに対し日本はおよそ１％となっていることも影響していると指摘しています。
ただ日本が現在支払っている年間５５００億円余りの在日アメリカ軍の関係経費の増額を日本側に求めるかどうかは「検証の結果による」などとして明言を避けています。
一方で、側近の１人とされるフリン元国防情報局長官はことし７月、ＮＨＫのインタビューで、日本について、「極めて重要なパートナーで強固な関係を持ち続ける」と述べるなど複数の政策顧問がトランプ氏の政権も日米同盟を重視していく考えを明らかにしています。また、選挙後、トランプ氏と意見を交わしたオバマ大統領は、トランプ氏が同盟関係の維持に強い関心を表したとしていて、トランプ氏が日本との同盟関係をめぐりどのような姿勢を示すのかが注目されています。
ジョセフ・ナイ教授 日米同盟の重要性再確認に期待
NHK11月17日 18時42分
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クリントン政権で国防次官補を務め、その後も知日派として日米関係に関する提言を続けてきたハーバード大学のジョセフ・ナイ教授が、ＮＨＫのインタビューに応じ、安倍総理大臣とトランプ次期大統領との会談で、東アジアの安定の基軸として日米同盟の重要性が再確認されることに期待を示しました。
この中で、ナイ教授は、トランプ次期大統領が日本に在日アメリカ軍の駐留経費の負担増額を求めていることについて、「日本には駐留経費を日本側が支援するよい取り決めがすでにある。駐留経費のために、トランプ氏が日米同盟を危険にさらすようなことはしないと思う」と述べました。そのうえで、安倍総理大臣とトランプ氏との会談について、「トランプ氏は、日米安全保障条約こそが東アジアの安定の基軸であると安倍総理大臣に伝えるべきだ。日米安全保障条約の重要性を日本と再確認するようトランプ氏に求めたい」と述べました。
一方でナイ教授は、安倍総理大臣としてはロシアのプーチン大統領と会談し、北方領土の問題を協議することをトランプ氏に説明するのではないかと指摘し、トランプ氏が日本やヨーロッパの同盟国と結束して、どうロシアと向き合うのかが今後の課題の１つだという認識を示しました。
また、ナイ教授はアジア政策について、「トランプ次期大統領のもとでＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の承認手続きが進む可能性は低く、アジア太平洋地域の国々は当惑するだろう」と述べ、通商政策が今後の課題だと指摘する一方、安全保障面では「アメリカが果たしてきたアジア太平洋地域の安定を守る役割は変わらない」と述べ、トランプ次期政権でもアメリカ軍がアジア地域で駐留を続けていくという見通しを示しました。
ＴＰＰ トランプ氏に再考促す声やほかの選択肢模索の動き
NHK11月17日 17時38分
アメリカで、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定からの離脱に言及するトランプ氏が次の大統領に選ばれたことを受け、交渉に参加している各国からは、トランプ氏に、再考を求める声が上がる一方で、中国などが参加するＴＰＰ以外の貿易の枠組みへの参加を模索する動きも出ています。
このうち、年内にも協定の批准が予定されている中米のメキシコは、アメリカを除いた１１か国でも協定が発効できるよう協議する必要があるという意見も出ています。
南米のペルーは、アメリカがＴＰＰに参加しない場合には中国などが参加する新たな貿易の枠組みを構築すべきだとしています。
オーストラリアはＴＰＰについて、「アジア太平洋地域で重要な貿易協定だ」として、トランプ氏に再考を促す一方で、アメリカが協定を承認しない場合には、中国などが主導する貿易協定への参加に向け交渉を進める考えを示唆しています。
今月１５日、ＴＰＰの議会での承認手続きを終えたニュージーランドは、トランプ氏に再考を求めています。
マレーシアは、ＴＰＰ協定が発効しないとなれば、ほかの選択肢を探ることになるとして、中国が主導する貿易協定への参加に向け交渉に力を入れていく考えを示しています。
シンガポールは、リー・シェンロン首相が地元のメディアに対して、「協定に参加するすべての国が失望している」と述べたうえで、トランプ氏に対して、再考を促しています。交渉をやり直すことについては否定的な見解を示しています。
ベトナムでは、アメリカ大統領選挙でトランプ氏が勝利したことについて、フック首相が「ベトナムがＴＰＰに参加するための十分な根拠がなくなった」と述べ、国内での早期の批准に否定的な考えを示しました。
野党４党 ＴＰＰ関連議案の廃案など協力で一致
NHK11月17日 17時10分
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民進党や共産党など野党４党の政策責任者が会談し、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案を廃案に追い込むことや、年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案の成立阻止などを目指して協力していくことで一致しました。
会談には、民進党、共産党、自由党、社民党の野党４党の政策責任者が出席し、後半国会で課題となっている重要政策への対応などを協議しました。
その結果、ＴＰＰ協定の国会承認を求める議案と関連法案について、徹底した審議を求めて廃案に追い込むことや、年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ年金制度改革関連法案の成立阻止などを目指して、４党が協力していくことで一致しました。
また、会談で、共産党は、次の衆議院選挙で４党が共通して掲げる政策についても協議を始めるよう提案しました。このあと、民進党の大串政務調査会長は、記者団に対し、「野党４党で国会での共闘を強めていくことを確認しつつ、今後、重要な政策課題が生じた場合にも、適時適切に意見交換をしていきたい」と述べました。
民進 蓮舫代表「一緒の政権ありえない」
民進党の蓮舫代表は記者会見で、「綱領や政策が大きく違う党と、一緒に政権を目指すことはありえない。ただ、われわれの理念と大きく違わない政策では、国会の内外で、できるかぎりの協力はできる」と述べました。
野党４党 　政策協議　「駆け付け警護」反対で一致
毎日新聞2016年11月17日 21時50分(最終更新 11月18日 00時53分)
　民進、共産、自由、社民の野党４党は１７日、国会内で政策責任者会議を開き、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊に新たに付与された「駆け付け警護」や、年金制度改革関連法案などに一致して反対する方針を確認した。 
　野党の政策責任者会議の開催は７月の参院選後初めて。次期衆院選に向けては、共産党の小池晃書記局長が「共通政策をこの場で議論してほしい。その中には原発問題も含めるべきだ」と提案した。しかし、民進党の大串博志政調会長は明言を避け、両党の温度差も改めて浮き彫りになった。大串氏は会談後「後半国会の重要課題以外の課題は適時適切に意見交換しようということだ」と述べるにとどめた。【葛西大博】 
年金法案に反対、野党４党が一致　政策責任者が会談 
日経新聞2016/11/17 19:25
　民進、共産、自由、社民の野党４党の政策責任者は17日、７月の参院選後初めて国会内で会談した。年金改革法案の成立に反対し、野党が提案した長時間労働規制法案の成立を目指すことなどで一致し、今後も必要に応じて会談を開く方針を確かめた。共産党は次期衆院選の共通政策づくりを提起したが、民進党は態度を明確にしなかった。
　これとは別に４党の幹事長・書記局長ら幹部は同日、次期衆院選に向けた協力を念頭に、参院選で野党候補を支援した市民団体と意見交換した。
しんぶん赤旗2016年11月18日(金)

共通政策の協議へ　４野党が政策責任者会談

　日本共産党と民進党、自由党、社民党の４野党は１７日、国会内で政策責任者会談を開きました。４党は、後半国会の重要課題についての一致点の確認に加え、総選挙での共通政策づくりの協議を含め、今後も同会談を開いていくことで一致しました。
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（写真）４野党の政策責任者会談。左から吉川政審会長（社民）、小池書記局長、大串政調会長（民進）、山本共同代表（自由）の各氏＝17日、衆院第２議員会館


　会談で日本共産党の小池晃書記局長（政策委員長）は、後半国会の課題として、９日の４野党書記局長・幹事長会談で確認された▽環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案の徹底審議▽年金カット法案阻止▽南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）の「駆け付け警護」付与に反対▽残業代ゼロ法案に断固反対し４野党が提出している長時間労働規制法案の成立を図る―ことを提起しました。その他の政策課題として、総選挙での共通政策づくりの議論を含めて協議していくことを提案し、各党からも賛同の意見が出ました。

　民進党の大串博志政調会長は、今後懸念される課題としてカジノ解禁推進法案などを挙げ、「慎重に対応すべき」との考えを述べました。

　小池氏は会談で、総選挙の共通政策の議論の中に原発問題も含めるべきだと主張しました。

野党４党が「市民連合」と衆院選での連携確認
NHK11月17日 20時25分
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民進党や共産党など野党４党は、安全保障関連法の廃止を訴えている市民団体との対話を再開し、安倍政権と対じするため、次の衆議院選挙に向けて政策の協議を定期的に重ねるなど、連携の強化を図っていく方針を確認しました。
民進党、共産党、自由党、社民党の野党４党は、自民・公明両党に対じするには、幅広い勢力の結集を図る必要があるとして、先の参議院選挙でも連携した安全保障関連法の廃止を訴えている市民団体「市民連合」との対話を再開しました。
国会内で開かれた会合には、４党の幹事長・書記局長のほか、「市民連合」のメンバー１０人余りが参加し、民進党の野田幹事長は「安倍政権と厳しく対じしていくためには、野党４党の連携も必要だが、市民との連携が必要だ。継続的に意見交換の場を作っていきたい」と述べ、次の衆議院選挙に向けて協力を呼びかけました。これに対し、「市民連合」からは「次の衆議院選挙では、安全保障関連法の廃止だけではなく、格差が広がる中で経済問題などについても、幅広く訴えていくことを検討する必要がある」などといった意見が出されました。
そして、会合では、次の衆議院選挙に向けて、政策の協議を定期的に重ねるなど連携の強化を図っていく方針を確認しました。
しんぶん赤旗2016年11月18日(金)

市民と４野党　意見交換　共通政策　力合わせ豊かに　総選挙に向け定期開催確認

　「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」（市民連合）に参加する諸団体と、日本共産党、民進党、自由党、社民党の４野党との意見交換会が１７日、国会内で開かれました。昨年１０月から今年７月の参院選に向けて４度行われ、参院選後は初めて。総選挙に向けて、豊かで魅力ある共通政策を市民と野党双方が力をあわせてつくっていくことで一致しました。今後、月１回をめどに意見交換会を開催することを確認しました。
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（写真）４野党代表（左側）と市民連合との意見交換会＝17日、参院議員会館


　意見交換会では、共通政策について、安保法制＝戦争法廃止、立憲主義回復を柱として、経済問題や格差是正の問題に広げていく必要があるとの意見が相次ぎました。個人の尊厳を大切にする社会をつくるために共通政策の発展を求める声がありました。新潟県知事選などをめぐり、今後の野党共闘のあり方や課題について意見が出ました。

　日本共産党の小池晃書記局長は、７月の参院選の全３２の１人区で野党統一候補が実現し、１１選挙区で勝利したことについて、「市民と野党の共闘の力が発揮されたものであり、その上で市民連合が大きな役割を果たしたことに心からお礼を申し上げたい」と表明。さらに、「参院選後も新潟県知事選では非常にいい形で共闘ができました。その教訓は、政策的な打ち出しが非常に分かりやすく、大義の旗が立ち、本気の共闘ができあがったことです」と強調し、その教訓を生かして総選挙では豊かで魅力ある共通政策づくりが必要だと述べました。さらに、総選挙での選挙協力について「相互支援・相互推薦の形にしていくこと、そして政権問題で前向きな合意をつくっていくことが必要です」と語りました。

　社民・又市征治幹事長は共通政策の必要性を強調し、自由・玉城デニー幹事長からは引き続き野党が選挙協力を進めていくべきだとの発言がありました。

　民進党の野田佳彦幹事長は、総選挙でも「できる限り協力する」ことなどを確認した４野党間の合意にふれ、「安倍政権に対抗するには市民との連携が必要だ」と述べました。

　日本共産党から穀田恵二国対委員長が出席しました。

「連合政権」協力条件でない＝志位共産委員長
　共産党の志位和夫委員長は１７日の記者会見で、同党の「野党連合政権」構想について、「選挙協力の条件という位置付けではない。話し合いの中で合意を得たい」と述べ、次期衆院選での候補一本化の前提としない考えを示した。
　民進党の蓮舫代表が共産党との連立を否定していることに関しては「よく話し合っていきたい。一緒に協力する中でいろんな変化は起こり得る」と民進党の軟化に期待を示した。
　統一候補の相互推薦については「選挙協力に当たってはどうしても必要だ」と語った。（時事通信2016/11/17-14:56）
共産党委員長 野党連合政権構想 選挙協力の前提とせず
NHK11月17日 15時47分
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共産党の志位委員長は記者会見で、民進党などとの「野党連合政権」の構想は、次の衆議院選挙での選挙協力の前提にはしないとする一方、選挙区での候補者の一本化には相互に推薦することが不可欠だという考えを示しました。
この中で、志位委員長は民進党などとの「野党連合政権」の構想について、「安倍政権を倒すことを一致して目標にしている以上、それに代わりどういう政権を作るか、前向きの合意を得たいというのが、われわれの考えだ。ただ、選挙協力の条件にするということで言っているわけではない」と述べ、次の衆議院選挙での選挙協力の前提にはしないという考えを示しました。
一方で、志位氏は「衆議院選挙で選挙協力をするうえで、相互推薦を実現することは、どうしても必要で、実現できなければ選挙協力にならない」と述べ、選挙区での候補者の一本化には相互に推薦することが不可欠だという考えを示しました。
産経新聞2016.11.17 20:06更新 
共産・志位和夫委員長、民進・蓮舫代表との「両思い」を模索　野党連合政権構想を諦めず
　共産党の志位和夫委員長は１７日の記者会見で、「野党連合政権」の樹立構想について、民進党の蓮舫代表から「（共産党の）片思い」などと袖にされたことに関し、「政党でも個人であっても、変わらないもんじゃない。一緒に協力するなかでいろいろな変化は起こりうる」と述べ、引き続き模索する考えを示した。
　志位氏は、民進、共産、自由、社民の４野党幹事長・書記局長会談で、民進党の野田佳彦幹事長も「協議のテーブルに乗った」と指摘。
　蓮舫氏は「綱領や政策の違う政党と一緒に政権は目指さない」と繰り返しているが、志位氏は「７月の参院選を一緒に戦う中で、われわれも変わったし、先方も変わるところがあったのでないか。引き続き話し合いたい」と述べた。
産経新聞2016.11.17 20:56更新 
民進・蓮舫代表会見詳報　共産からのラブコール「民進の国家像打ち出すのが先」　カジノ法案「射幸心の問題がある」と慎重

民進党の蓮舫代表（斎藤良雄撮影） 
　民進党の蓮舫代表は１７日の記者会見で、次期衆院選で共産党が求める野党共闘の強化について「まずはわれわれの旗を示すのが先だ」とかわした。詳報は以下の通り。　
◇
　「いわゆる（比例代表当選者の一定割合を女性にする）『クオータ法案』について、自民党の参院議員が『女性の社会進出で、社会全体が豊かになっているとは思えない』と発言をした。こういう時代観で、クオータ法案の審議をしているのかと驚いている。
　この法案は私たちが国会に提出して、自民党がまとめるということで待っている。時代錯誤の考え方をされる方がいて進まないのなら、改めて、１日も早く私たちの法案を審議してもらいたいと要請をしたい」
　－－共産党の志位和夫委員長が次期衆院選で、月内に全選挙区で候補者を立てると発言した。候補者調整の必要性がでると思うが
　「最優先は私たちの公認候補者をできるだけ立て、私たちの掲げる政策は一体なにか早急にまとめること。その上で、総選挙になれば、ほかの野党とどのような連携がとれるのか、候補者調整といった選択肢も含めて考えるものだ」
　－－共産党は、共通公約についても話し合いたいとしている
　「そうなんですか？現段階では、まだそこまでの意識は私たちは…あるいは、９日の幹事長・書記局長会談でも進んでいない」
　－－（共産党のアプローチに）蓮舫氏は「片思い」と表現したが、志位氏は（連立政権の議題が）「テーブルの上にのった」と発言している
　「繰り返して申し上げているが、理念、政策が大きく違う政党と、連立で政権を目指すことはありえない。ただ、環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）や南スーダンの『駆け付け警護』付与の問題など、政策のパーツ、パーツの部分は、国会の内外でできる限り協力していく。それはテーブルにのっている」
　－－脱原発を中心に、共産党と国政で一緒にやると余地はあるか　
　「われわれの理念と大きく違わない部分での政策は、国会内外でできるかぎりの協力ができる。ただ、何度も申し上げるが、まずは私たちの政権が、私たちの社会、私たちの目指す国家像を打ち出すこと。それが先だ。その上で、選挙区ごとに各野党の皆さまと連携できるのなら、さまざまな手法が想定できると考えている」
　－－就任から２カ月。ほとんど週末は遊説ばかりだが、何日休みをとったのか。スタートダッシュの自己評価は何点？
　「あの、この間、１日お休みをいただいた。ですが、週末は要望があれば、それと私の意志でできる限り、日本中をまわりたい。２カ月経過したが、なかなか自分で評価は難しい。まだまだ努力しなければならない段階だと思う」
　－－社民党の吉田忠智党首が民進党に「脱原発の色をもっと打ち出してほしい」などと発言した
　「まずはわれわれの政党で“卒原発”“脱原発”をどう打ち出せるのか、まとめるのが先だ。『２０３０年代原発稼働ゼロ』に向けた脱原発の工程表をなるべく早くまとめてほしいと、エネルギー環境調査会の玄葉光一郎会長にお願いしている。われわれの掲げる旗を、まずは掲げることが最優先だ」
　－－トランプ次期大統領の発言について
　「実際に選挙戦が終わった後の発言の微調整も見受けられる。大統領就任までの言動、就任後の発言、行動について注視をしたい」
　－－統合型リゾート（ＩＲ）整備推進法案について党内意志を固める考えはあるか
　「法案の動かし方や委員会の運営については国対に任せてある。ただ、個人的にはカジノといえば、射幸心の問題がある。ギャンブル依存症の話も含めまだまだ、国民に理解が醸造されたとは思わない」
　－－参院憲法審査会で、自民党の中川雅治参院議員が、同党の改憲草案を「バージョンアップしていく必要がある」と述べた
　「率直なところ、自民党の憲法草案を礎にバージョンアップしていくという発言には驚きました。家族観、国防軍を含めて、自民憲法草案の中身は、立憲主義を全く理解していない。本当に検討に値するのだろうかと思える条文も多々ある。それをバージョンアップするというのは、どこを目指しているか説明してほしい」
　「私たちは憲法９条を守っていく。これまでも、これからも大切にする。他方で、地方自治のあり方は、時代に応じて積極的にならないといけないと思うが、立法府にいて、今の憲法に支障があるから、法改正に支障がでるという作業に私はぶつかったことはない」
　－－昨日の憲法審査会で民進党の白真勲参院議員が　「安保法を放置して、憲法論議しない」と発言したが、党としての考えか
　「えっと、安保法制の白紙を求めていく考えには変わらない。ただ、白委員のお話なられたのは白さんのお考えだと思う」
　－－自由党の小沢一郎代表と野田佳彦幹事長が恩讐を超えて食事をしている。志位氏から食事に誘われたらどうする？
　「…日程は非公表なので」
　－－首相がドナルド・トランプ次期米大統領との会談に出発した。安全保障やＴＰＰなど今後を占う会談になると思う
　「まずは期待を申し上げる。やはり、トランプ氏が選出されて初めてお会いになる先進国のトップだ。会談に早期の段階で、駆けつけたというのは安倍政権、首相を率直に評価できることだと思う。他方で、注目されるがゆえに、どのような課題であるとか、宿題であるとか、あるいは様々な主張を受け止める立場になるのか、懸念の部分も含めて注視したい。いずれにせよ、首相にはＴＰＰ、これだけ強行採決も含めて国会で審議をしているから、トランプ氏が公約と違って、これに参加するのか、脱退をするのかの確認はしっかりとっていただきたい」
　－－志位氏が会見で、来年１月の共産党大会に野党３党の党首を招く趣旨の発言をした。もし、要請があったら参加するか
　「私自身は把握していない。そして仮定の話にはお答えしない」
　－－１６日の参院憲法審査会で、民進党の白真勲氏が「安保法を放置したままで憲法論議を行うことは許されない」という趣旨の発言をした。党としての発言か
　「安保法制の白紙を求めていく考えには変わらない。ただ、白委員のお話なられたのは白さんのお考えだと思う」
　－－カジノを含む統合型リゾート施設（ＩＲ）　整備推進法案について。カジノが斜陽産業になっていることや、疲弊しているマイナス面などを、党内の意思を固めた上で、安倍政権と対立する考えはあるか
　「特段そこまでは考えていない」
　－－トランプとチャンネルがないと、官邸を含めて右往左往しているが、民進党としての努力は
　「あの、様々探っています」
　－－改めて、「脱原発」は野党共闘の柱になるか
　「エネルギー政策が国家の安全保障として大事だというのは私どもの認識でもある。それは各党、同じ思いであると思っている。その上で、エネルギー環境調査会でこれまでまとめてきた『卒原発２０３０』。原発稼働ゼロのロードマップをいま急ぎまとめている。何度も申し上げているが、まずは民進党の考えをまとめていく」
社民党首、共産党大会に初出席へ　共闘強化

共同通信2016/11/17 13:05

　社民党の吉田忠智党首は17日の記者会見で、共産党から来年1月の同党大会への出席を要請されたことを明らかにした。共産党広報部によると、旧社会党時代を含め、社民党党首を党大会に招待するのは初めてという。

　会見で吉田氏は「昨日、電話（で招待）があった。野党共闘強化のために出席させていただきたい」と述べた。共産党が提唱する民進、自由、社民各党との「野党連合政権」の構想については「民進党の現状を考えるとなかなか難しい。閣外協力などを考えるべきだ」とした。

　今年2月の社民党大会に、共産党幹部として初めて志位和夫委員長が参加した経緯がある。

社民党首、共産党大会に出席へ 
日経新聞2016/11/17 19:08
　社民党の吉田忠智党首は17日の記者会見で、来年１月15日の共産党大会に招待されたことを明らかにした。吉田氏は「野党共闘を強化するために出席したい」と述べた。共産党大会に他党党首が出席した前例はない。民進、自由両党にも出席を打診している。
産経新聞2016.11.17 20:23更新 
社民・吉田忠智党首、共産党大会に初出席へ　共闘強化

社民党の吉田忠智党首 
　社民党の吉田忠智党首は１７日の記者会見で、共産党から来年１月の同党大会への出席を要請されたことを明らかにした。共産党が旧社会党時代を含め、社民党党首を党大会に招待するのは初めて。今年２月の社民党大会では、共産党幹部として初めて志位和夫委員長が参加した経緯がある。
「安倍総理は角栄さん以来の人たらし」高村・自民副総裁
朝日新聞デジタル2016年11月17日22時47分

高村正彦氏
■高村正彦・自民党副総裁
　安倍総理は田中角栄さん以来の人たらしであると私は思っている。日本時間の１８日午前中、各国首脳の中で最初にトランプ次期大統領とお会いするが、必ず良い関係、信頼関係ができることは疑いないと思っている。
　（トランプ氏は）選挙中にＴＰＰ離脱とも言ったが、ビジネスマンだから、自由貿易主義に頭から反対なんていうことはあるはずがない。よく事実を聞いてもらえれば、豹変（ひょうへん）する可能性がなきにしもあらずだなと思っている。（自身のパーティーで）
「変なこと言うと言葉尻を…何も言わない」自民・鶴保氏
朝日新聞デジタル2016年11月17日22時48分

鶴保庸介氏
■鶴保庸介・沖縄北方相
　陰に陽に山口さん（自民・山口壮衆院議員）にはお支えを頂いて、今日も大臣室へ来ていろいろアドバイスを頂いた。「あんまりしゃべるな」というアドバイスであります。私も大臣になっていろいろ分かりました。（沖縄振興予算や「土人」発言などを巡る自身の一連の発言を念頭に）説明というやつをすると「釈明」と言われる。なおかつこういう所で変なことを言うと、すぐまあ、言葉尻をとらまえられる。従って今日は何も言いません。しっかりこれから頑張っていきたい。（山口氏のパーティーで）
社説　憲法審査会　まず立憲主義を語れ
朝日新聞2016年11月18日（金）付
　衆参両院で憲法審査会の実質審議が再開した。
　きのうの衆院の審議で、自民党は憲法改正の論点として、環境権、統治機構改革、緊急事態条項、参院選の合区解消、自衛隊の認知などを列挙し、「国民の憲法改正への合意形成をめざす」と意欲をみせた。
　憲法審査会はこれまで、野党の少数意見を尊重しようとする運営姿勢をとってきた。
　戦後長く国民の支持を受けてきた現行憲法の理念を共通の土台とし、与野党の枠組みを超えて静かな議論を進めてほしい。
　国会では「改憲勢力」が衆参で３分の２を占めるが、世論調査では憲法改正への賛否は二分されている。国民の大勢が改憲を求めている状況ではない。
　そんななかで憲法改正が大きな政治テーマになっているのは、改憲を悲願とする安倍首相によるところが大きい。
　しかし、その首相は最近、憲法改正についての発信を控えている。首相はその理由を「改正がリアリティーを帯びる中で、自民党総裁として発言することは控えた方が良いと判断した」と国会で語った。改憲論議に野党を巻き込むための戦略的沈黙ということなのだろう。
　ただ、首相の憲法をめぐる過去の発言には、首をひねる内容のものがいくつもある。
　たとえば１４年２月の衆院予算委員会では、立憲主義について「（憲法は）国家権力をしばるものだという考え方はある」としながらも、「かつて王権が絶対権力を持っていた時代の主流的な考え方であり、いま憲法というのは、日本という国のかたち、理想と未来を語るものではないか」と述べたのだ。
　憲法は権力を制限し、国民の自由と基本的人権を保障するもの――。それが近代立憲主義の考え方であり、現行憲法はこれを基本理念としている。
　首相がもし立憲主義は時代遅れという考え方を憲法改正の出発点に置いているなら、その改憲に与（くみ）することはできない。
　憲法をより良くするための議論を否定するものではない。ただ、そうした議論のためには与野党が立憲主義という共通の土台に立つことが欠かせない。
　衆院審査会では、民進、共産両党などが安全保障法制を「立憲主義にもとる」と批判した。「違憲立法を進める政党に改憲を論じる資格があるのか」との指摘も出た。
　安倍内閣が憲法解釈の変更によって、集団的自衛権の行使を認めたことをどう総括するか。まずそこから共通の土台づくりを始めるべきだ。
読売新聞／2016/11/18 8:00

社説　憲法審査会再開／政権批判の場ではないはずだ

　過度の与野党対立を避け、丁寧な合意形成を目指す。そんな審査会の伝統を大切にしたい。
　衆院憲法審査会が１年５か月ぶりに実質的な審議を再開した。テーマは憲法制定の経緯などである。
　自民党の中谷元氏は、憲法制定に「ＧＨＱ（連合国軍総司令部）が関与したことは否定できない事実だ」と指摘した。一方で、ＧＨＱの「押しつけ」を強調すべきではないとの考えも示した。
　民進党の武正公一氏は、「日本の主体性が発揮された」と力説した。公明党の北側一雄氏も、「押しつけ憲法という主張自体、今や意味がない」と語った。
　米国の占領下とはいえ、二院制など日本側の主張も数多く反映された。国民主権、平和主義など憲法の基本原理は国民に定着している。各党がＧＨＱの「押しつけ」だけを憲法改正の理由とする立場と一線を画したのは適切だ。
　参院選の結果、与党と憲法改正に前向きな勢力が両院で３分の２を超えた。だが、国民投票で過半数の賛成が必要な改正のハードルを踏まえれば、野党第１党を含めた幅広い合意形成が望ましい。
　疑問なのは、武正氏ら民進党議員が安全保障関連法や、自民党の憲法改正草案、安倍首相の改正論議の呼びかけを取り上げ、政権批判を意図的に展開したことだ。
　前日の参院審査会でも、「安保関連法を放置して改憲の議論は許されない」などと訴えた。
　憲法審査会は本来、いかに国の最高法規をより良いものにするかを冷静に論じる場だ。蓮舫代表が提案路線を掲げるなら、民進党には、より建設的な対応が求められる。「護憲」を唱えた共産、社民両党とは立場が異なるはずだ。
　日本維新の会が、自民、民進両党に具体的な改正項目を提案するよう求めたのは理解できる。
　２０００年の衆参両院憲法調査会の設置以来、様々な論点の議論が尽くされ、今は改正項目を絞り込む段階にある。各党は独自の案を早急に出し合うべきだ。
　参院では、自民党が「合区」解消のため、参院議員の地域代表の性格を強める改正を主張したが、公明党は慎重だった。まずは、参院のあるべき姿について議論を深めるのも一案だろう。
　今国会中に予定される審査会はこの後、衆院の１回しかない。憲法改正原案の審議という重大な役割を担う機関として、怠慢すぎないか。国民が審査会の動向を注視する中、もっと精力的に議論することが欠かせない。

社説 憲法審査会　極論排し建設的議論を
毎日新聞2016年11月18日　東京朝刊
　１年５カ月ぶりに衆院憲法審査会の議論がきのう始まった。昨年６月に自民党参考人らが安全保障関連法案を憲法違反と指摘して以来、休眠状態だった審査の再開である。 
　これに先立ち参院でも行われた。今夏の参院選の結果、憲法改正を容認する勢力が衆参両院で３分の２を超え、改憲が現実性を帯びるなかでの議論となる。 
　安倍晋三首相は今臨時国会の所信表明で「（憲法改正）案を国民に提示するのは国会議員の責任だ」と改憲への意欲を示し、憲法審査会での具体的な改正条項の議論を促した。 
　改憲へ突き進もうとする首相に対し、野党第１党の民進党は「立憲主義や憲法の定義についての議論が必要だ」と制してきた。何から議論するかでまず温度差があった。 
　衆院憲法審査会で与党筆頭幹事の自民党の中谷元氏は「『改正ありき』の改正項目の絞り込みではなく、改正の要否の観点から議論を深めていく」と語った。 
　民進党の武正公一氏は「立憲主義が揺らいだ今こそ、議論を深めるための土俵づくりが改めて必要だ」と立憲主義に立脚した議論が必要だと重ねて主張した。 
　中谷氏の発言は、与野党の対立を先鋭化させず、落ち着いた雰囲気のなかで議論を進めたいという気持ちの表れだろう。民進党が主張する立憲主義の重要性も確認した。 
　憲法の３大原則である国民主権、基本的人権の尊重、平和主義を守ることに与野党とも異論はないだろう。共通の土俵を確認できれば極論を排することにもつながる。 
　改憲が必要だとする理由として、戦後の憲法制定過程における連合国軍総司令部（ＧＨＱ）の「押しつけ憲法論」が、安倍晋三首相をはじめ自民党などに根強くある。 
　中谷氏は憲法には日本政府の意向も反映されており「ＧＨＱの関与ばかりを強調すべきではないとの意見が多い」と説明したが、党内に自主憲法論者がいるのは否定できない。 
　公明党の北側一雄氏は「憲法は国民に広く浸透し支持されてきた。押しつけ憲法という主張自体いまや意味がない」と述べ、首相や自主憲法論者をけん制した。 
　改憲や護憲を自己目的化し、かたくなに主張を譲らないイデオロギー対立から脱却した議論が必要だ。 
　参院の議論では、自民党から復古的色彩の濃い２０１２年憲法改正草案について「バージョンアップする」との発言があった。自民党はいったん草案を事実上棚上げする姿勢を示したが、練り直すとなればその真意を疑わせることになる。先祖返りすることがないよう自民党はわきまえるべきだ。 
社説　国民の理解を深める実のある憲法論議に 
日経新聞2016/11/18付
　衆参両院の憲法審査会が議論を再開した。改憲への各党の立場はなお開きがあるが、現憲法のどこが時代に合わず、なぜ改正が必要かについて冷静な検討作業を積み重ねていく必要がある。国民の憲法への理解が深まるような実のある議論を求めたい。
　参院憲法審は16日に約９カ月ぶり、衆院憲法審は17日に約１年５カ月ぶりに再開した。自民党、日本維新の会などは早期の改憲、民進党や公明党は「改憲ありき」ではない慎重な検討、共産党と社民党は改憲反対の立場を訴えた。
　７月の参院選をへて与党を含む「改憲勢力」は衆参で改憲案の発議に必要な３分の２を超えた。ただ力点の置き方は違いも目立つ。自民党は二院制のあり方や緊急事態条項を重視し、維新は国と地方の役割分担や憲法裁判所の設置などを優先項目に想定する。
　民進、共産、社民などは昨年９月に成立した安全保障関連法に関して「政府の強引な憲法解釈の変更が立憲主義をゆがめた」と引き続き追及していく構えだ。憲法論議が長期にわたり中断したのも、昨年６月の衆院憲法審で参考人の３人全員が「安保法案は違憲」と指摘したのが発端だった。
　平和主義を定める９条の扱いは重要な論点に違いないが、だからといって他の改憲テーマの議論を避ける理由にはならない。
　自民党が2012年に公表した憲法改正草案で示した緊急事態条項は、日本有事の際に政府に広範囲の強い権限を与えるなど多くの問題点を含む。一方で大規模な自然災害で国政選挙ができなくなった場合の規定などは合意が得やすいのではないか。
　国政選挙の「１票の格差」の抜本是正、参院選での県をまたぐ「合区」の解消は、衆参の役割分担を含む統治機構のあり方をめぐる議論が必要だ。
　自民党には数で押し切るような審査会の運営は厳に慎むよう求めたい。国会が改憲案の初の発議にこぎ着けても、国民投票で過半数の賛成を得なければ改正は実現しない。丁寧な議論の積み重ねが有権者の理解の前提となる。
　憲法は今月３日で公布から70年となった。制定当時に想定しなかった社会状況が生まれているのは事実で、改憲、護憲という議論の入り口での対立から卒業すべき時期にきている。与野党には思い描く日本の将来像を競うような視野の広い議論を期待したい。
社説　憲法審査会始動　変えやすさより本質を
北海道新聞11/18 08:55
　衆参両院の憲法審査会が相次いで議論を再開した。
　夏の参院選を経て「改憲勢力」が国会の３分の２を占めて以降、初の審議だ。参院は９カ月ぶり、衆院は１年５カ月ぶりとなる。
　見過ごせないのは自民党などの一部に、改憲を前提とした項目の絞り込みに各党を引き込もうとする性急な姿勢がのぞくことだ。
　現憲法は９６条で改憲手続きを規定している。もとより不磨の大典ではない。だがいま国民が改憲の必要に迫られ、発議を求める声が沸き起こっているだろうか。
　憲法審査会は、改憲原案を提出し、審議する権限を付与されているが、まず憲法の「広範かつ総合的な調査」を行う役目を負う。
　国会の数合わせに基づく「改憲ありき」の議論ではなく、現憲法が平和と民主主義を支えてきた重みを踏まえた審議を求めたい。
　きのうの衆院の審査会では憲法の制定経緯が議題となった。
　自民党委員は「制定過程で連合国軍総司令部（ＧＨＱ）が関与した」「押し付けられたと言っても言い過ぎではない」と主張。日本側の修正が反映されたと認めながらも、改憲の必要性を強調した。
　しかし何よりも重いのは、憲法が公布７０年を経て深く浸透し、支持されてきた事実だ。主権者である国民が、憲法を変えない道を選び取ったと言っていい。
　「どこが変えやすいか」ではなく、憲法がこれまで果たした役割の本質こそ議論するべきだ。
　参院では自民党が、１票の格差是正に伴う県を越えた合区を批判し、憲法で参院を都道府県代表と明示するべきだと求めた。
　確かに世界には上院を地方代表と位置づける国も多い。だが自民党の主張の根底にあるのは自らの議席を守りたい党利党略だろう。
　合区が問題なら議員歳費や政党助成金を圧縮し、都道府県ごとの公平配分が可能な議席数を確保する方法もある。選挙制度を改憲の突破口にするなら本末転倒だ。
　今回の審査会では多くの委員が目先の政局とは距離を置く姿勢を見せた。その点は評価したい。
　だが昨年の安全保障関連法案の審議では、衆院憲法審査会で与党推薦を含む憲法学者３人が「違憲」と断じた翌月に、政府・与党が委員会採決を強行。憲法審査会の論議はないがしろにされた。
　共同通信が今月行った世論調査では、安倍晋三首相の下での改憲に５５％が反対した。憲法を軽んじるかのような現政権に対する国民の警戒感を見誤ってはならない。
社説　憲法審査会再開／改憲の必要性を問いたい
河北新報2016年11月17日木曜日
　改憲に賛同する勢力が衆参両院で発議に必要な３分の２を占める中、参院憲法審査会がきのう、約９カ月ぶりに実質審議を再開した。
　そもそも憲法改正は国民投票の過半数の賛成で決まるわけで、国民の理解が不可欠だ。数の力をたのんで結論を急ぐような拙速な議論であってはならない。きょう再開される予定の衆院憲法審も含めて、熟議を求めたい。
　衆参両院の憲法審は憲法改正の原案を提出、審議する権限が付与されているものの、まずは憲法や密接に関連する基本法制について、広範かつ総合的な調査を行う機関と位置付けられている。
　これまでの安倍晋三首相の発言を聞く限り、各党が改憲草案を持ち寄って、論議する場のような錯覚に陥る。しかも、改憲のテーマを絞り込んでいくのが当然かのような声があるは甚だ疑問だ。
　再開された参院憲法審での自由討議の中で、自民党の議員が挙げたのは「緊急事態条項」「環境保全の責務」などだ。いずれも憲法に書き込まなくても対応可能で、首をかしげざるを得ない。改憲自体が目的化しているように映る。
　現憲法に不都合や不備はあるのか、今直ちに改正する必要性に迫られているのか－。論議の出発点はここにあるべきだ。
　自民党の改憲草案は「国防軍」の保持や天皇の元首化、家族の互助義務など復古的な色彩が強い。在任中の改憲を描く安倍首相は草案について「議論のベースに」と語っていたが、最近は意欲を封印、その豹変（ひょうへん）ぶりが目立つ。
　野党の草案撤回要求に応じないものの、憲法審には丸ごと提出しない方針を示している。対立を避けて野党を論議に巻き込む思惑があるのだろう。深謀遠慮がうかがえる。
　ただ、改憲と一口で言っても、各党のスタンスには温度差があるのも事実だ。
　与党の公明党でさえ、憲法観が異なる自民党とは一定の距離を置いている。参院憲法審では、必要な条文を新たに加える「加憲」の立場を改めて強調した。
　民進党の議員は、自民党の草案に疑念を示した。ただ、党綱領では「未来志向の憲法」をうたっており、改正自体は否定していない。議員によっても主張がバラバラで、旗幟（きし）を鮮明にしていくべきだ。
　東日本大震災や福島第１原発事故で、憲法が問われたのは被災者の「生存権」や「幸福追求権」だった。憲法が掲げる理念とはほど遠い現実が、被災地ではいまだに横たわっている。
　憲法公布７０年を迎えた今、積み上げてきた価値体系を問い直し、これからどう発展、深化させていくべきか。この議論の方が先決ではないか。
　憲法は権力者ではなく、国民のものだ。憲法審での議論の行方をしっかりと見届け、われわれの側も自らの憲法観を磨いていかなければ。
社説　憲法の岐路　衆参審査会　議論の土俵は整わず
信濃毎日新聞11月17日 
　参院憲法審査会が実質審議を再開した。９カ月ぶりである。
　衆院の審査会はきょう１７日再開の予定になっている。こちらは１年５カ月ぶりだ。昨年６月に参考人の憲法学者３人がそろって安保関連法を「違憲」と指摘して以来、衆院では審議を続けられなくなっていた。
　衆参両院で改憲に前向きな勢力が発議に必要な３分の２を確保してから初めての審議である。
　権力が暴走しないよう歯止めをかけるのが憲法の役割だ。憲法を尊重、擁護する義務を負う者として憲法が列挙する中には国会議員も入っている。
　これから大事になるのは、国民の意向を踏まえて慎重に議論を進めることだ。改憲に前のめりな安倍晋三首相の姿勢に引きずられてはならない。
　首相はこのごろ、改憲にあまり触れようとしない。少し前までは違っていた。
　１月の参院決算委では「いよいよ、どの条項を改正するかとの新たな現実的な段階に移ってきた」と熱意を示した。２月の民放ラジオ番組では「自衛隊の存在を明記すべきだ」と、９条改定を目指す姿勢を見せていた。
　改憲への意欲を語らない理由について、首相自身が先日の国会で述べている。自民党改憲草案を巡る野党議員への答弁だ。
　「改憲がリアリティーを帯び、衆参の憲法審で議論する段階になり、党総裁として（自民草案については）発言を控えた方がいいと判断した」
　改憲に向け、首相は満を持している。議論の加速を期待していることは間違いない。
　きのうの審査会では、自民の委員が「自主的な憲法改正は国政の重要課題だ」と述べた。首相の持論である“押しつけ憲法論”に通じる言い方である。
　これに対し民進の委員は、違憲との批判がある安保関連法を放置したままの改憲論議は「絶対に許されない」と反論。共産の委員は「改憲のために審査会を動かしてはならない」と主張した。
　改憲論議の土俵が整っていないことをあらためて浮き彫りにするやりとりだった。
　共同通信社が８〜９月に実施した世論調査では、安倍首相の下での改憲に５５％が「反対」と答えていた。首相の姿勢に危うさを感じる国民が多いことを見据えた審議を与野党に求める。 

社説　憲法審査会再開／「土俵」は整っていない
中国新聞2016年11月18日

衆参両院の憲法審査会が実質審議を再開させた。参院は９カ月ぶり、衆院に至っては１年５カ月ぶりである。
　その間、取り巻く状況は様変わりした。７月の参院選で憲法改正に前向きとされる勢力が国会での発議に必要な「３分の２以上」の議席を得たからだ。
　ただ、きのうの衆院の憲法審を聞いても改憲勢力とひとくくりにできるほど、足並みがそろってはいない。
　自民党は改憲案を発議できる土俵が整ったとみて改憲項目の絞り込みを急ぐ。参院に続いて衆院でも、緊急事態条項の不備や環境権などを挙げた。
　ただ連立与党の公明党は現行憲法が占領下で制定された、いわゆる「押し付け論」を持ち出す自民に異論を表明した。温度差は明らかといえよう。
　野党でありながら政権への協力姿勢を隠さない日本維新の会は、統治機構の抜本改革や教育の無償化といった独自の改憲案を示した。
　考え方や基本スタンスの隔たりは見過ごせない。与党側には数の力にものをいわせる「改憲ありき」ではなく、主権者たる国民に開かれた、慎重の上にも慎重な審議を求めたい。
　流れに異を唱える側の姿勢も問われよう。野党第１党の民進党はきのう、「与野党の丁寧な合意形成」を改憲論議の前提とした。「安倍政権下での改憲に反対」としていた対決路線から後退した感もある。問題とどう向き合うか、党内議論が進んでいないようだ。
　共産党や自由、社民両党は改憲論議を前に進めること自体に反対している。こうした状況を見る限り、与党の言う通りに議論の土俵が整ったとは言い難い。自民の委員が「自主的な憲法改正は国政の重要課題だ」と述べたのは前のめりすぎる。
　自らの手で憲法改正を成し遂げたい—。それが安倍晋三首相の悲願であることは疑いない。今国会の所信表明演説でも改憲案を国民に提示するのは「国会議員の責任」としていた。
　「行政府の長からの越権」と今回、憲法審で批判の声が上がったのは当然だ。
　自民は野党時代の２０１２年に発表した憲法改正草案の審査会への提出を見送り、事実上棚上げした格好だ。ただ野党側の撤回要求には応じていない。憲法審の場で本格的に議論を重ねるつもりなら、ゼロベースで仕切り直すのが筋ではないか。
　改正の中身が見えない中、国民投票の時期すら視野に入れる現政権のペースに乗る必要はない。そうした姿勢に国民も懸念が拭えないのだろう。共同通信の世論調査では参院選後も、首相の下での改憲に５５％が反対し、賛成の４２％を上回った。
　憲法審の役割は改憲原案の審査に限らない。「憲法及び憲法に密接に関連する基本法制」について広く総合的な調査も求められる。その意味では、昨年６月の衆院憲法審で参考人の憲法学者３人全員が「違憲」と明言した安全保障関連法についての検証もしておくべきだ。
　憲法は一言一句変えてはならないものではない。しかし拙速な論議は、日本社会の屋台骨を揺るがしかねない。今なぜ、改憲の必要があるのか。どこを変えねばならないのか。決める権限を持つ国民を置き去りにしない議論が望まれる。

西日本新聞／2016/11/17 12:00

社説　憲法審査会／主権者として注視したい

　参院憲法審査会はきのう、約９カ月ぶりに実質的な議論を再開した。衆院もきょう、約１年５カ月ぶりに論議に入る予定だ。
　７月の参院選などの結果、安倍晋三政権下での憲法改正に前向きな「改憲勢力」が衆参両院で３分の２以上の議席を占め、改憲が現実味を帯びる中での再開である。それだけに、より丁寧で慎重な論議を求めたい。
　憲法審査会は２００７年に衆参両院に常設された。憲法に関する総合調査のほか、国会議員（衆院１００人以上、参院５０人以上）が提出する改憲原案を審査する。
　審査を経た原案は、両院とも本会議で３分の２以上の賛成で国会発議となり、国民投票で過半数の賛成を得ると改憲が成立する。
　きのうの審議では、８会派が意見を表明した後、自由討議した。多数を占める改憲勢力も予想通り一枚岩ではなかった。
　公明党は現行憲法の平和主義などの原理を尊重し不足部分を加える「加憲」の立場を改めて表明した。日本維新の会は国と地方の統治機構改革などを訴えた。
　自民党は１２年、天皇を「元首」とし、９条に「国防軍の保持」を明記するなど復古調の改憲草案を発表している。これでは幅広い賛同を得るのは難しいと判断したのだろう。草案を原案とせず、さらに党内議論を重ねると説明した。
　これも改憲を悲願とする首相が語る「３分の２を構築する政治の技術」なのか。賛同を得やすい項目として自民党からは、大災害や内乱などに備えて内閣の権限を強化する「緊急事態条項」や、「参院合区解消」が挙がった。
　だが、まず改憲ありきの姿勢でいいのか。「現行憲法の理念が生かされているかどうかの検証を」という民進党などの主張も重要な視点だ。憲法の役割、現行憲法の評価を踏まえ、改憲しなければ対応できない不足部分はあるのか。まさに熟議する必要がある。
　私たち国民は主権者として国民投票で最終判断する重大な責務を負う。そのことを改めて肝に銘じ、国会の論議を注視したい。

山陰中央新報／2016/11/17 12:05

社説　憲法審査会再開／根本から丁寧な議論を

　憲法改正に前向きな勢力が国会での改憲案の発議に必要な「３分の２以上」の議席を占めた７月の参院選後、初めての憲法審査会が参院で開かれた。１７日には衆院の審査会も再開され、改憲論議が本格化する。
　改憲に強い意欲を示す安倍晋三首相は、臨時国会の所信表明演説で「（改憲）案を国民に提示するのは国会議員の責任だ」と強調し「与野党の立場を超え」て審査会で議論を進めるよう呼び掛けた。自民党は具体的な改憲項目の絞り込みへ議論を急ぐ構えだ。
　衆参両院で改憲勢力が発議に必要な議席を占め、改憲に向けた土俵は整ったかに見える。しかし各党の改憲に対する基本的な考え方の隔たりは大きい。改憲勢力と位置付けられる政党の間でも見解は異なる。
　もちろん憲法には改正手続きの規定があり、一言一句変えてはならないものではない。しかし日本の社会と統治機構の在り方を定める憲法の議論は拙速であってはならない。改正は最終的には国民投票に委ねられるが、原案をまとめる責任は国会が負う。今、改憲の必要があるのか。なぜ、どこを変えるのか。根本から議論を深めるべきだ。
　その過程で国民の意見を聴く「対話」の機会を設ける案など、国民に分かりやすい議論を求めたい。
　参院の憲法審査会は今年２月以来、約９カ月ぶり。衆院側は安全保障関連法を巡り参考人の憲法学者３人全員が「違憲」との見解を示した昨年６月以来、約１年５カ月ぶりの開催となる。
　参院の審議では「憲法に対する考え方」をテーマに各党・会派が見解を表明した。ただ議論はかみ合わず、隔たりが鮮明になった。
　自民党は（１）敗戦後の占領下に連合国軍総司令部（ＧＨＱ）の草案を基に制定された現行憲法の制定過程（２）前文や９条、選挙制度の内容や緊急事態条項の不備などの問題点（３）国際環境や東日本大震災などによる国民意識の変化−の３点を挙げて「自主的な改正は国政の重要課題だ」と強調、審議の加速を求めた。
　一方、与党の公明党は制定過程について「決してＧＨＱによる一方的な押し付けではない」と自民党とは異なる見解を表明。施行時に想定できなかった課題について新たな条文を付け加える「加憲」を主張した。
　日本維新の会は教育の無償化や統治機構の抜本改革など独自の改憲案を示し「各党が草案を持ち寄るべきだ」と提起した。こうした各党を「改憲勢力」とひとくくりにするのは無理があろう。
　一方、民進党は２０１２年に自民党がまとめた改憲草案について「憲法は国家権力を縛るという立憲主義を否定している」と批判。「現行憲法を破棄したいのではないか」と指摘し、安全保障関連法に触れて「これを放置して改憲論議は許されない」と主張した。共産党や自由、社民両党の統一会派「希望の会」は「改憲のための審査会を動かすべきでない」と審査会での議論に反対した。
　こうした各党の主張を一つにまとめるのは難しいだろう。しかし数の力で押し切るような審議ではなく、多様な意見を丁寧にくみ上げ、国の基本である憲法にふさわしい議論を求めたい。

高知新聞2016.11.18 08:00
社説　【憲法審査会】民意との隔たりは大きい
　参院は約９カ月ぶり、衆院は約１年５カ月ぶりに、それぞれの憲法審査会が議論を再開した。
　自民党は憲法改正を「国政の重要課題」と位置付け、検討を加速させるよう主張した。これに対し、民進党など野党の多くは改憲に反対、もしくは慎重姿勢を崩していない。
　「国のかたち」や国民生活の根本に関わる重大なテーマである。さまざまな意見があるのは当然だ。だからこそ慎重の上にも慎重を期した、丁寧な議論の積み重ねを改めて求めたい。
　立場の隔たりは与野党間だけではない。与党の自民、公明両党の間にもある。
　審査会では自民党から、現行憲法が占領下で制定されたことに関し「国民の自由な意思が反映されたとは言い難い」との意見が出た。同党内に「押し付け憲法論」が根強いことを物語っていよう。これに対し公明党は「賛同できない」と明言している。
　事は改憲の必要性にもつながってくるだけに、与党内の相違は決して小さな問題ではない。
　確かに連合国軍総司令部（ＧＨＱ）は憲法草案をまとめた。しかし、それには本県が生んだ明治民権期の思想家、植木枝盛の「東洋大日本国国憲案」などの影響があることが今では明らかとなっている。
　ＧＨＱ草案は貴族院廃止による一院制を想定していたが、日本側の反対で衆参二院制となった。戦争放棄の９条に「前項の目的を達するため」との文言を入れ、自衛力保持を可能にしたともされる「芦田修正」なども国会でなされた。
　１９４６年５月、政府の憲法草案に対する世論調査では戦争放棄への支持７０％、象徴天皇制への支持８５％など大多数が賛同している。
　これらを考え合わせると、単純に押し付け論を押し通すのには無理があろう。共感を得られにくいのは、今年１０月下旬の共同通信の世論調査からもうかがえる。「改憲が必要」と答えた人にその理由を尋ねたところ、「米国に押し付けられたから」は５％と少数だった。
　一方で、改憲派の６６％は「憲法の条文や内容が時代に合わなくなっている」と感じている。
　参院選の１票の格差是正のために本県などに導入された「合区」。これを改憲によって参院議員の地域代表的な位置付けを明示し、解消するべきか否か。これも新たに浮上してきた問題であり、各党の主張の相違は鮮明だ。
　そもそも本当に改憲は必要か。そこまで立ち返った上で多様な論点で議論を尽くすとなれば、多くの時間がかかる。にもかかわらず、安倍首相は自らの任期中の改憲に意欲を示している。先の世論調査で安倍首相の下での改憲に５５％が反対しているのも、そうした姿勢が拙速と映っているからに違いない。
　政党間の溝、民意との隔たりを一つ一つ埋める作業なしに改憲の手続きを進めることは許されない。 
憲法審査会再開　強引な審議は許されない
熊本日日新聞 2016年11月18日
 　安倍政権下で憲法改正に前向きな勢力が衆参両院で発議に必要な３分の２超の議席を占めて以降、初めての憲法審査会が両院で開かれた。衆院は約１年５カ月ぶり、参院は約９カ月ぶりの再開で、改憲へ向けた論議が本格化する。
　機能停止状態になっていた憲法審査会だが、野党が批判する２０１２年の自民党改憲草案の審査会への提出を同党が見送ったことが転機となった。自民党は、与野党協議の「既成事実化」を図ることが改憲への近道と考え、協議を通して、具体的な項目の絞り込みを急ぐ構えだ。
　もちろん憲法には改正手続きの規定があり、一言一句変えてはならないものではない。だが、国政と国民生活の基礎である憲法の改正は、慎重な上にも慎重に進めていかなければならない。
　両院の憲法審査会では各党の改憲に対する基本的考え方の隔たりの大きさが浮き彫りになった。
　参院での審査会では、自民党が、現行憲法を日本の主権が制限された中で制定され、国民の自由な意思が反映されたとは言い難いとした上で、９条で自衛隊の位置付けが不明確だと指摘。緊急事態条項や環境保全の責務、選挙制度などを検討項目に挙げた。
　しかし、与党の公明党は「決してＧＨＱ（連合国軍総司令部）による一方的な押し付けではない」と自民党とは異なる見解を表明。施行時に想定できなかった課題について新たな条文を付け加える「加憲」を主張。日本維新の会も国論を二分するような安全保障や危機管理などの問題より、国民が身近で切実に感じる問題を取り上げるべきだとした。「改憲勢力」といってもひとくくりではない。
　一方、民進党は違憲との批判がある安全保障関連法を放置しての改憲論議は許されないと主張。共産党や自由、社民両党の統一会派は「改憲のための審査会を動かすべきではない」と、審査会での議論自体に反対した。
　衆院での審査会でも、自民党が議論加速を呼び掛けたのに対し、民進党は慎重姿勢を崩さず、安倍晋三首相が各政党に改憲草案の提出を求めたのは越権行為だと批判した。現段階で各党の主張を一つにまとめるのは難しいだろう。
　共同通信による先の世論調査では、改憲が「必要」「どちらかといえば必要」は計５８％に上る。しかしその理由は「時代に合わない」から「新しい権利を盛り込むべきだ」まで多様だ。安倍政権下での改憲には５５％が反対しており、拙速な議論への警戒感は強い。
　国民主権、平和主義、基本的人権の尊重を基本原理とする日本国憲法が公布されて７０年。これまでも幾度か改正論議が提起されたが、一度も改正されず、現在に至っている。
　最終的には国民投票に委ねられるが、原案をまとめる責任は国会が負う。どういう国を目指すのか、腰を据えて考える必要があり、国民に分かりやすい議論を心掛けてほしい。決して数の力で押し切るようなことは許されない。 
社説　ＰＫＯ新任務は安全と両立を 
日経新聞2016/11/17付
　政府は南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣する陸上自衛隊の部隊に「駆けつけ警護」などの新任務を付与した。３月に施行された安全保障関連法が運用段階に入る。日本の国際貢献の幅が広がる半面、自衛隊員の安全確保との両立が課題となる。
　「駆けつけ警護」は派遣部隊の近くで国連や非政府組織（ＮＧＯ）の職員らが襲われたときに救援する。政府は15日の閣議決定に合わせて基本的な考え方を示し「他に速やかに対応できる国連部隊が存在しない、といった極めて限定的な場面」で実施するとした。
　もう一つの新たな任務である「宿営地の共同防護」は、自衛隊を含む各国の部隊が活動拠点とする宿営地が襲撃された場合に協力して防衛する。
　いずれも想定されうる事態だ。自衛隊は1994年にザイール（現・コンゴ民主共和国）で難民に車両を強奪されたＮＧＯ職員を救助して輸送した。2002年には東ティモールの暴動で邦人のレストラン経営者らを保護した。
　救援活動や宿営地の共同防衛の法的根拠が明確になり、事前に訓練をしておける意味は大きい。暴徒を追い払うための威嚇・警告射撃も可能となった。部隊編成に大きな変更はないが、現地の医官は３人から４人に増やすという。
　一方で新たな任務が危険を伴うのは事実だ。駆けつけ警護に向かう途中に戦闘に巻き込まれたり、武装集団と敵対したりする恐れもある。政府や現場の指揮官は高い判断力が求められる。
　陸自の施設部隊が道路整備などを担当する首都ジュバの付近では７月に大規模な武力衝突が発生した。現地の状況が内戦に近づけば、自衛隊の活動が違憲性を帯びる可能性もある。その場合は即時撤収も視野に入れるべきだ。
　12月で日本の国連加盟から60年となり、ＰＫＯ参加も来年で25年の節目だ。危険をいかに最小化しつつ意義ある国際貢献をするかについて、与野党で改めて議論を深めるべき時期にきている。
1

